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　世界の潮流をみると、従来の自然環境や貧富格差などに加え、社会・経済活動そのものの
在り方といった新たな課題が問われており、国家や民族など様々な垣根を超えて、その解決
に取り組む必要性に直面する中で、ＳＤＧｓを新基軸とするパラダイムシフトが起ころうと
しています。
　神戸経済同友会では、昨年に続き、そのＳＤＧｓを地方創生のための鍵と捉え、『「ＴＥＡ
Ｍ ＨＹＯＧＯ・ＡＬＬ ＨＹＯＧＯで取り組むＳＤＧｓ」～新たな〝みらい〟を切り拓く～』
を活動方針として、その「実践」に取り組み、官民連携強化、普及促進に向けて、推進体制
の構築に働き掛けて参りました。

　その中で、提言特別委員会では、「深化への挑戦」を合言葉に、「ＴＥＡＭ ＨＹＯＧＯ・
ＡＬＬ ＨＹＯＧＯ」、「しごとづくり」、「ひとづくり」、「まちづくり」、「みらいづくり」を
提言の五本柱に据え、具体的重点課題の解決に向けた提言策定を行い、ひょうご・神戸を「Ｓ
ＤＧｓ先進県」に躍進させることを目指しました。
　未だ道半ばではありますが、官民連携プラットフォームである「ひょうご ＳＤＧｓ Ｈｕ
ｂ」の設置など、これらの課題解決の実現に欠かせない、地域のプレイヤーがそれぞれの強
みを持ちより連携・協働する「地域エコシステム」の構築に向けた成果が形となって表れ始
めています。

　今後は、これらの枠組みを通じて、企業がその本業を通じて地域・環境課題解決型ビジネ
スに取り組み、経営者が従業員にその理念を浸透させ、従業員は地域・環境への貢献を通じ
てモチベーションの向上を図るという好循環を生み出すことが、企業価値や従業員エンゲー
ジメントを高めるとともに、持続的地域の発展に繋がるものと考えます。
　2025 年には大阪・関西万博、その先には神戸空港の国際化が控えており、世界からの注
目に対して、ひょうご・神戸の魅力を余すことなく発信し、国内外に存在感を示していかね
ばなりません。
　地域の魅力を向上させ、次世代のための社会・ちいきづくりを通じて、全ての人々が充実
感や幸福感に満ちて生きる、即ち、「Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎｇ」の実現に向けて、本会もより一層、
ＳＤＧｓの実践に取り組んでいく所存です。

　願わくは、本提言が地域の一体感を紡ぎ出し、我々が経営戦略にＳＤＧｓを取入れていく
だけでなく、地域に働き掛けて『ＴＥＡＭ ＨＹＯＧＯ・ＡＬＬ ＨＹＯＧＯ』でＳＤＧｓ達
成を目指す一助になれば幸いです。

　最後になりますが、この提言の取りまとめにご尽力いただいた、渡辺委員長、木田副委員長、
土井副委員長はじめ、提言特別委員ならびにワーキンググループの皆さま、また、委員会の
活動にご協力賜りました行政を筆頭とするご関係者の皆さまに心より感謝申し上げます。

2022 年 12 月
 一般社団法人　神戸経済同友会
 代表幹事　服部　博明
 代表幹事　楢木　一秀
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は じ め に

　今の時代、少子高齢化や人口流出をはじめ、生産年齢人口が急減している問題に加えて、
ロシア・ウクライナそして周辺隣国の情勢不安に加え、過度な円安長期化により不安定な状
況が続いており、まさに混沌としている状況であります。
　このたいへん不安定な状況であるからこそ、ＳＤＧｓの取組みが非常に重要な局面になっ
ております。

　そのような中、２年連続で提言テーマの軸をＳＤＧｓに据え、昨年の推進体制構築への提
言から、より具体策に踏み込んで、今年の提言政策を考えて参りました。その内容は以下の
提言５本柱です。

１．〝ＴＥＡＭ ＨＹＯＧＯ・ＡＬＬ ＨＹＯＧＯ〟
２．〝しごと〟づくり　～地域産業の振興～
３．〝ひと〟づくり　　～地域に人を呼び込む～
４．〝まち〟づくり　　～地域の賑わい創出～
　そして、それらに伴います
５．〝みらい〟づくり　～地域の未来を切り拓く～

　をテーマにひとつひとつ深堀りし、テーマごとの強み弱みを抽出し、それぞれ化学反応を
起こしました。
　2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万博）をはじめ、2030 年（前後）神戸空港の国際化
という大きな指針に向けて、今後必要な考え方、また時代に沿った行動、「今」していかな
ければならないことを提言として、我々も率先し、実践していく所存です。
この提言を基に兵庫県、神戸市がさらに発展していくことを心より願っております。

　最後に、提言特別委員会の活動にご協力いただきました兵庫県、神戸市など行政の皆様、
また、ご教授賜りましたＳＤＧｓパートナーズ田瀬代表をはじめ、関西学院大学栗田教授に
心から感謝申し上げます。
　そして提言作成にご協力いただきました委員、ワーキンググループ、事務局の皆様も本当
にありがとうございました。

2022 年 12 月
 2022 年度　提言特別委員会
 委員長　渡辺　真二
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Ⅰ ” ・ ”

Ⅱ ”しごと”づくり ～地域産業の振興～

県内企業の『関心度』の高揚

①「ひょうごフィールドパビリオン」と既存イベント ビジネスフェア、祭り等 との同時開催、「ひょうご五国博覧会」
仮称 での連動 体験型ツーリズム、オープンファクトリー等

②「空飛ぶクルマ」など、技術の普及・導入を見据えた地域開発への行政支援の強化

大阪・関西万博への参画強化

②「外国人の会」、「国内外大学生の交流プラットフォーム」設置など、幅広い意見集約の体制を構築

「地域一体」化促進への取り組み ～ 行政の参画 ～

①全地域部会と各県民局等との交流の場の創設と活性化

全県一致での 活性化

スタートアップと併せた両輪支援

後継者支援

「ひょうご版︓第三者承継支援」

①産官学金連携によるファミリー企業後継者の育成プログラム構築への検討
②「アトツギ」によるベンチャー創業 第二創業 へ向けた育成プログラムの支援、補助制度の導入検討

①「 サーチファンド」の創設による第三者承継の支援促進
②後継者不足に悩む小規模事業者へ対する承継支援体制の強化

①大企業を含む地元企業とのオープンイノベーションの創発他、社内ベンチャー創出、兼業・副業による
相互支援の推進

②兵庫県内における大学発ベンチャー企業増加に向けた活性化施策のさらなる推進

事業承継・後継者支援

県内経済を牽引する新たな産業の誘致 ～特定事業に対する誘致策・補助の拡大～

①医療産業クラスターのさらなる成長支援と次世代成長産業［航空機、ロボット・ 、新エネルギー
水素 ］の集積を加速

②アニメ・ゲーム・メタバースなどのクリエイティブ産業の誘致促進

③『ＧＸ』を前提とした、脱炭素 温室効果ガス排出量の算定、削減等 ・水素社会先進県 多自然地域での
「グリーン水素」製造、規制緩和等 への取り組み

新たな次世代成長産業の創出、育成

Ⅲ ”ひと”づくり ～地域に人を呼び込む～

女性活躍推進︓『 版』ウーマノミクス
①就業支援として女性が働く「場」の確保に向けた取り組みの強化
女子学生向け県内企業見学会の実施、えるぼしのほか、「中小企業向け認定制度 ミモザ企業 」の
普及等

②「小 の壁」対策、「母子手帳のデジタル化」などキャリアアップのための環境整備・支援 管理職比率の
向上 と「性別多様性」を考慮した起業家育成の強化

ダイバーシティ＆インクルージョン

「補助人」制度の構築 ～新事業展開や既存事業拡大時の人的支援～

経済の『域内循環』強化 ～県内全域であらゆる『地産地消』を促進する～

①地元企業による「ひょうご専門人材センター」の活用促進と制度拡充 シニアの活躍、ポストドクターの
積極登用等

② 人材の活用・育成支援︓神戸市「 相談窓口・お助け隊」の県内全域への拡大、
リカレント・リスキリング育成体制のさらなる強化

①『 の地産地消』を目指し、金融機関等の連携によって域内マッチングを優先させる体制・
インセンティブ制度の構築、地域特化型の「引継ぎ」 を実現するプラットフォームの構築検討

②各地場産業の統合 サイト、 と連携した越境 サイトの設置検討
③県内素材等の利活用促進を目指した事業モデルに対するインセンティブの充実

地域企業のランクアップ

県内における への機運醸成

持続可能な地域を創るエコシステムの構築

① 年 月に設置された地域連携プラットフォーム『ひょうご 』を起点とした提言五本柱
への取組強化

②「ひょうご 認証制度」の促進に繋がるインセンティブ付与、「ひょうご アワード」 仮称 への
発展検討

②「 未来都市」選定について、兵庫県の 年度選定を目指す動きに呼応し、県内全域での
選定を目指す

県内企業への 普及促進

① 年 月「 に関する意識調査」 ％ 全国 位 ⇒ ％超を目指す機運醸成



ひょうご五国の『多極集中化』

食料自給率の向上

①ひょうご五国それぞれの特徴を活かした「地域特性のキラーコンテンツ化」を推進
レジャーの島・淡路、豊岡演劇、シリ丹バレー、古民家活用、神戸六甲山・北区等

①「農業塾」開講、「農業団地」設置など、就農、事業継続支援策の強化

都市部と多自然地域の連携強化 ※二拠点居住、ワーケーションの奨励

『工場誘致』と『地元採用』の促進

安心・安全なまち

①低コスト、交通網等のアドバンテージを活かした国内外からの積極誘致、地元採用支援へのインセン
ティブ付与の検討などによる『工場誘致数 』へ向けた取組推進

①『健康活躍県』を目指し、県民の日常生活における歩数などの健康行動をポイント化、県内産品等と
交換できる仕組みを導入し、県民のヘルスケア促進・充実を実現する施策を展開

②中小企業向け 策定支援、県庁周辺再開発等、県内インフラ老朽化への対応など、南海トラフ
地震などの災害に『備える』体制の整備 震災後 年に向けた体制強化

アドバンテージを活かす”まち”づくり

次世代人材の地域参画活性化

①地方創生や 等に関わる課題解決、社会実装を目指すことを目的に大学生など次世代を担う
若者が集結し、地域の元気づくりを推進するためのプラットフォーム『 』 仮称 の
創設検討

②企業や大学等への行政ビッグデータの解放による、都市課題解決への対応や、医療・介護分野等
への活用を検討

ひょうご・神戸の次代づくり

Ⅴ ”みらい”づくり ～地域の未来を切り拓く～

外国人活躍推進
①「ひょうご留学生インターンシップ」への取組強化、「経営者との交流会」設置等による留学生の囲い
込み施策の検討

② 高度 外国人材の雇用機会の増加に向け、処遇・環境整備への支援、姉妹提携都市や大学の
海外姉妹校とのマッチング強化

次代の兵庫県に必要な人材の育成

①「ひょうご科学塾」の創設など、「理系人材」の育成強化に向けた取り組みの検討
②高校の再編・新設を見据えた特色ある学科 工科、国際科、スポーツ科、起業家コース等 の設置・
改編などによる、専門人材の育成・確保施策の検討

『 』人材の創出、育成 ※IT、理系、クリエイティブ 等

『地元愛』の醸成

地元就職・ ターンの促進

『寄附文化』の醸成

①帰属意識の醸成を目指した「兵庫県を知る」機会の創出・強化への取り組みとして、高校生並びに
小中学生向け「出前授業」 金融教室 の活性化・シリーズ化、「ひょうご ガイドブック」の作成等を検討

②『県民総幸福度』の調査、向上への取り組みとして、 などの要素を加えた県民『 』
の見える化を検討

①大学 、 年生へのインターンシップ制度の整備等、早期の職業体験・地元企業を知る取り組みを
検討 小中高生への対象拡大も検討

②奨学金の本人返済負担軽減を目指した補助制度拡充による県内就職の促進

①寄附企業の福利厚生を兼ねる新たなスキームの導入等、企業版ふるさと納税の活性化策の検討

②新たな寄附の仕組みの創設検討︓使途限定型寄附制度、ネーミングライツのラインナップ充実

「兵庫 」 ※「県民エンゲージメント」の高揚

Ⅳ ”まち”づくり ～地域の賑わい創出～

神戸空港国際化を見据えた誘客策の強化

①空港の機能・能力や、アクセス・観光環境強化など、空港国際化に向けたインフラ整備の着実な遂行
②子ども・アニメを核とした「子どもホテル、キッザニア等」の誘致や「サブカルチャー アニメ、ゲーム、コスプレ
等 」を活用した誘客強化、また国際医療ツーリズム等、多様なツーリズムの創出と「大型免税店・
ラグジュアリーホテル」の整備による『インバウンド誘客と長期滞在』への強化施策検討

新たな地域の魅力構築、活性化 ※国内外からの誘客

広域連携による魅力向上

活動の強化 ～効果的な県内の魅力発信～

①「せとうち」のハブ・玄関口としての役割を期待される「ひょうご神戸」の取組強化
せとうち との連携強化、クルーズ船寄港の増強

②青森県をはじめとした神戸空港就航地エリアとの経済連携強化

①アニメ、メタバースなどを活用した自治体の取り組みに関する周知策強化を検討
②神戸外国倶楽部会員、スポーツ選手やエクスパッツ(※)など、県内在住有力外国人や留学生との
意見交換会創設による海外への情報発信に向けた取組強化を検討

(※)国際的企業勤務者や外交官に代表される外国政府あるいは公的機関勤務者を「 エクスパッツ 」と呼ぶ
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１．提言テーマ 

２．提言の背景 
　近年のひょうご・神戸においては、若者の就学、就職を主な機会とする東京、大阪圏への転出超過
や地場産業の成長鈍化、女性の就業問題等、多くの地域課題が顕在化している。加えて、コロナ禍、
ロシアによるウクライナ侵攻問題等に起因して、多様な働き方への移行やエネルギー問題への対応な
ど、社会環境の変化も加速した。
　今後、さらなるデジタル化の進展や、気候変動への対応などにより、人々の価値観やライフスタイ
ルが変化していく中で、経済・社会・環境の好循環を達成するための一つの鍵として、地方創生ＳＤ
Ｇｓの活用は、より一層、重要性を増している。
　そのような中で、神戸経済同友会では、2021 年度の提言活動を通じ、官民連携でのＳＤＧｓ推進体
制構築に向けた第一歩を踏み出した。国連では 2030 年までのＳＤＧｓ達成を目指しているが、我々は
さらにその先も見据えた視点が重要と捉えている。このような認識のもと、引き続き「ＳＤＧｓを軸
とした地方創生」をメインテーマに、2022 年度を「実践ステージ」と更なる「深化への挑戦」の機会
と位置付け、より踏み込んだ重点課題の解決に向けた提言策定を行うこととした。さらには、従来の「官
民連携」から「官民一体」へと結束度を高め、一気にＳＤＧｓ先進県への躍進の実現に貢献したいと
の思いである。
　「競争力のある〝しごと〟づくり」、「次代を担う〝ひと〟づくり」、「魅力ある〝まち〟づくり」、「ひ
かり輝く〝みらい〟づくり」、そして「全県一致：〝Ｔ
ＥＡＭ ＨＹＯＧＯ・ＡＬＬ ＨＹＯＧＯ〟」を〝みら
いを切り拓く提言の５本柱〟として、個々の課題解決
に向けた具体策を示していく。
　兵庫県域は広大で、強みや抱える課題も地域毎にさ
まざまである。それぞれの特性を活かした相互補完を
目指し、都市部と多自然地域の連携を強化させながら、

「ひょうご五国のインテグレーション」の実現に向け、
強みと課題の融合を図りたい。
　そして、来たる大阪・関西万博や神戸空港国際化に
おいて、それらの取り組みを国内外にしっかりとア
ピールし、ひょうご・神戸の魅力を最大限、発信して
いかなければならない。

SDGsで紡ぐ「HYOGO-no-MIRAI」
～地域一体で織り成す新たな調和の創造～
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３．提言策定へのアプローチ 
　提言の策定にあたっては、以下の観点を基本方針とし、課題解決策へのアプローチを行う。

（１） ＳＤＧｓの「実践ステージ」と提言の５本柱のさらなる「深化への挑戦」を通じ、県内企業へＳ
ＤＧｓの普及促進を図る。

（２） 魅力ある地域、競争力のある産業、次代を担う人材などを創造・育成し、未来への具体策を一丸
となって議論する。

（３） それらが絡み合い、地域が互いに持つ、「強み」を伸ばし「弱み」を補い合える、「共創する」ひょ
うご・神戸へ繋がる提言を行う。

（４） ウィズコロナ／アフターコロナを見据えた真の地方創生、持続性のある地域発展に資する活動に
積極的に取組む。

　現状の課題を特定し、
それを解決するために
はどうすればよいかを
論理的に考え、いま持
つ資源と能力の「積み
上げ」と、目指すべき
姿から理想的社会を考
え、その中で自身がど
のような役割を果たし
ていくかを想像する「逆
算」による挟み撃ちを
行う「ＳＤＧｓサンドイッチ」を用いたアプローチによって、「強み」（11 項目）をより強くし、「課題」

（45 項目）を克服する議論◆参考資料 P.44 を深め、地域の課題解決に繋がる具体策を提言する。

6
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提 言  

Ⅰ. 〝TEAM HYOGO・ALL HYOGO〟

１．県内企業へのＳＤＧｓ普及促進
（１）県内におけるＳＤＧｓへの機運醸成
① 県内企業の意識向上

　兵庫県内におけるＳＤＧｓの取組状
況については、行政等による個々の施
策に目を向ければ、全国的に決して
劣ってはいない。
　一方、2022 年６月の帝国データバ
ンクによる意識調査では、県内企業の
うち、ＳＤＧｓに「積極姿勢」の割合
は 46.4％（前年 36.6％）で全国 45
位（前年 35 位）と極めて低位になっ
ている。昨年から、比率は 10％程度
上昇したものの、他府県での取り組み

活性化もあり、順位は低下。県内全体でＳＤＧｓの取り組みに対する機運醸成も含め、普及促進に向
けたさらなる体制の強化、整備が必要である。

② 2023 年度での「兵庫県」の未来都市選定と県内他市町の機運醸成
　2018 年度より、ＳＤＧｓの取り組みへのモデル事例
創出に向けて未来都市の選定が実施され、2022 年度ま
での５年間で 154 都市が「ＳＤＧｓ未来都市」となった。
内閣府は 2024 年度で 210 都市の選定を目標としてお
り、それらによる先進的取り組みの波及が全国各地の
地方創生実現に寄与していくことが期待されている。
　2022 年度時点で 16 の道府県が未来都市に選定され
る中、兵庫県は未選定であるが、各既存事業について、
個々の取り組みを見れば、既に選定されている他の自
治体と比べても遜色ないものと見受けられる。「ＳＤＧ
ｓ先進県」を目指す上で、さらに取り組みを向上・加
速させ、県民への「見える化」を行うために、兵庫県
が 2023 年度に「ＳＤＧｓ未来都市」選定を目指されて
いることは大変心強い。
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　現在、兵庫県内にある 41 市町のうち、未来都市選定は５都市（明石、姫路、西脇、加西、多可）に留まっ
ている。兵庫県自体の選定に加えて、神戸市をはじめとした県内各市町についても選定への取り組み
を促し、地域ぐるみでＳＤＧｓ達成を目指していただきたい。

（２）持続可能な地域を創る『エコシステム』の構築
① ＳＤＧｓ普及促進に向けた支援体制を強化するための地域連携プラットフォームの組成
　ＳＤＧｓの達成に向けて、地域産業・経済の育成
への貢献をはじめ、地域を活性化するためには、産
官学金等、様々なプレーヤーを巻き込んだ「地域連
携プラットフォーム」の形成を行い、それぞれの強
みを持ちより、協力し合い、地域のステークホルダー
※１との連携・協働を加速させ、持続的に１社１団体
では解決し得ない社会課題を解決する「エコシステ
ム（共創体制）」の構築が必要である。
　既に官民連携の実践は進み始めている。2022 年
５月に神戸経済同友会と兵庫県や神戸市、地元企業
により、スウェーデン発祥のＳＤＧｓスポーツであ
る「プロギング」※２が実施され、齋藤知事をはじめ、
同友会役員や、兵庫県・神戸市の職員の皆さまにもご参加いただき、街の美化と健康への意識付けなど、
住民へ官民連携でのＳＤＧｓに関する活動の呼びかけとなった。
　2022 年 10 月５日には、同友会の提言を受け、県主導により『ひょうご　ＳＤＧｓ　Ｈｕｂ』が設立さ
れ、今後、このプラットフォームを「先導者」として、ＳＤＧｓの取り組みに対する裾野拡大や新た
な事業創出を図るなど、共創体制を確立し、しっかりと機能する運営展開を期待する。
　そして、それらを最大限に活用することで〝ＴＥＡＭ ＨＹＯＧＯ・ＡＬＬ ＨＹＯＧＯ〟、〝しごと〟
づくり、〝ひと〟づくり、〝まち〟づくり、そして〝みらい〟づくりの『提言五本柱』において採り上
げる各重点テーマの解決策を官民一丸となって促進していきたい。

※１： 株主などの投資家だけでなく、民間企業、学校や病院、NPO などの団体、政府や地方自治体など、あらゆる組織の利害関係者をさす。従業員、
顧客、取引先、金融機関、債権者、地域社会、自治体、政府なども含まれる。

※２： プロギング（plogging）はジョギングしながらゴミを拾う新しい SDGs フィットネス。スウェーデン語の「plocka upp（拾う）」と英語の
「jogging（走る）」を合わせた造語。

8
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②「ひょうごＳＤＧｓ認証制度」：普及促進に繋がるインセンティブの付与
　2022 年６月、「ひょうごＳＤＧｓ推進宣言事業」（年３回募集）がスタートした。当初３年間で 500
社の宣言を想定したが、2022 年度の２度の募集で、既に 295 社（第１回：143 社、第２回：152 社）が
宣言を行っており、県内中小企業において、事業活動に対するＳＤＧｓの必要性への認識が徐々に高
まりつつあると見受けられる。
　次年度に整備が予定されている「ＳＤＧｓ認証制度」では、企業の取組内容に応じて三段階の認証
ステージを設け、合計で約 260 社／年の認証を想定していると伺っているが、より実効性のあるＳＤ
Ｇｓの普及促進に向けて、金融機関等と連携を強化する中で、一定期間内に事前に設定したＳＤＧｓ
目標を達成することで、金利優遇（利子補給）や利用できる補助金等の追加・拡充など、認証取得に
対する有効なインセンティブの付与を期待する。
　加えて、来たる大阪・関西万博での露出向上策の必要性も踏まえ、2025 年には、「ひょうごＳＤＧｓ
アワード」（仮称）等への発展も視野に、特に優れた取組成果を県内外にアピール出来る仕組みづくりも、
併せて検討願いたい。

２．大阪・関西万博への参画強化
（１）県内企業の「関心度」の高揚
①「ひょうごフィールドパビリオン」と既存イベントの同時開催励行及び
 「ひょうご五国博覧会」（仮称）での連動

　2025 年の大阪・関西万博まで２年余りとなり、関西以
外での関心度の低さという課題克服に向け、全国の自治体
との連携や各企業との情報発信など、機運醸成への取り組
みが本格化しつつある。環境問題や高齢化といった諸課題
について知恵を出し合い、新しい技術やサービスの披露も
期待され、関西にとって存在感をアピールできる絶好の機
会になる。国内外から約 2,820 万人の来場が見込まれる中、
夢洲会場だけではなく、周辺地域への往来が確実に増加す
ると予想され、兵庫県各地をメイン会場と結び、その魅力
を発信して人々を呼び込まなければならない。
　兵庫県では、ＳＤＧｓの取り組みを地場産業などと絡め

て、地域そのものを「ひょうごフィールドパビリオン」として誘客する計画が進められている。当該
期間中は、それらと国際フロンティア産業メッセ、北はりまビジネスフェアなど、例年、県内で開催
されるイベントを、企画拡充なども含めて同時開催するとともに、「ひょうご五国博覧会」（仮称）と
して、体験型ツーリズムや地場産業のオープンファクトリー※３などを連動させる取り組みを検討願い
たい。万博来訪者の呼び込み策を通じて、地域の魅力を将来にわたって持続させる「レガシーづくり」
を行っていただきたい。

※３：つくり手が活動し、モノをつくりだしていく現場を公開し、来場者（お客様）に体験してもらう取り組み。
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② 新技術の普及・導入を見据えた地域開発への行政支援の強化
　大阪・関西万博の事業コンセプトは「未来社会の実験場」である。
新たなアイデアを創造・発信する場として、様々な新技術の社会実
装が加速する大きな契機となることが予想される。
　注目を集める技術の一つに「空飛ぶクルマ」があり、市街地から
万博会場までの「空の移動」が計画されている。兵庫では、ベイエ
リアの活性化策が進んでいるが、それらと連動して民間での「空飛
ぶクルマ」の離発着ポート建設費用等に補助金制度を創設するなど、
万博がもたらす新技術の地域導入をより加速させる設備投資支援を
検討願いたい。

３．全県一致でのＳＤＧｓ活性化
（１）「地域一体」化促進への取り組み
① 全地域部会と各県民局等との「交流の場」創設と活性化
　神戸経済同友会では、2022 年度、会員の空白地となっ
ていた丹波地域に、「丹波部会」を設立したことにより、

「ひょうご五国」の各地域での経済人連携、全県一致での
交流活性化の土台を構築するに至った。
　昨年来の提言活動により、兵庫県、神戸市とは定期的な
意見交換・連絡会が開催されている。今後は、地域毎に各
県民局等の行政機関でも定期的な交流機会も設けていた
だき、地域特性も踏まえて、後段の『Ｇｌｏｂａｌ　Ｙｏ
ｕｔｈ　Ｌａｂ』（仮称）なども活用するとともに、各々
が意見を出し合い、具体的活動や地域課題解決に反映でき
る体制づくりを検討願いたい。
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② 幅広い意見を集約できる体制の構築
　本年度、神戸経済同友会では、

「支店長・支社長の会」を創設し、
県外での勤務経験や生活を知る
方々から、ひょうご・神戸に対す
るイメージギャップやまちの活性
化に必要な意見を反映できる体制
を強化した。
　あらゆる面で多様性が求められ
る社会となる中で、国際色豊かな
神戸では海外人材のための「外国
人の会」や、次世代アイデアの活
用や交流強化に向けた「国内外学
生の交流プラットフォーム」設置
などが必要と考える。様々なコンセプトの交流会創設により、幅広い意見集約を行い、新たなテイス
トを地方創生に注入できる仕組みづくりを要望する。
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Ⅱ. 〝しごと〟づくり ～地域産業の振興～

　兵庫県の県内総生産は全国順位（６位）を維持し
ているものの、上位との差は拡大傾向にある。
　一方で下位との差は縮小している状況にあり、兵
庫県内産業の成長鈍化は否めず、いずれ順位を抜か
れる危機的状況と言わざるを得ない。
　持続可能な社会づくりにおいて新たな企業・産業
の創出は重要な要素と考えられるが、県内における
新規上場企業数は他都市に比べ低調という結果と
なっている。

　また、上場企業の時価総額水準を比較すると、特に京都市とは上場社数がほぼ同水準であるものの、
その一社当たりの平均時価総額は神戸市内企業の約 4.1 倍と大きく差を開けられており、これまで地域
を支えてきた地元企業の新たなビジネスや、新たに生まれた企業の成長への支援をさらに強化してい
くことが重要であると考える。
　加えて、帝国データバンク「兵庫県 本社移転企業調査」によると、兵庫県への本社移転は流入超過
が継続しており、良好なトレンドと言えるが、上場企業が本社を県外へ移転してしまうケースも見受
けられ、県内魅
力の向上による
さらなる企業誘
致、及び上場企
業への繋ぎ止め
を図る努力は継
続的に必要であ
る。

【（出所）2021/７/５ TDB「兵庫県本社移転企業調査」】
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１．新たな次世代産業の創出、育成
（１）県内経済を牽引する新たな産業の誘致
① 医療産業クラスターのさらなる成長支援と次の成長産業の集積を加速
　神戸医療産業都市では、神戸未来医療構想を推進する等、産官学金
が連携した取り組みを実施し、研究開発から事業化まで、多種多様な
企業のニーズにマッチした支援サービスを提供。国内の他都市と比べ、
先進性・独自性が認められ、国内有数の産業集積地へと発展してきた
と言える。
　引き続き行政と構成団体・構成企業との密な情報交換や支援強化に
より、比類ない医療産業都市の地位を確立することが必要である。
　また、兵庫県においては本年の国際フロンティア産業メッセにおい
て、「ドローンサミット」を全国で初開催し存在感を示す他、「Ｓｐｒ
ｉｎｇ－８」、「ニュースバル」、スーパーコンピュータ「富岳」等の
科学技術基盤を活用した先端半導体や電池分野での技術開発を先進的に推進している。
　これらの次世代産業の創出に向け、着実な歩みを進めている一方で、航空機、ロボット・ＡＩ、新
エネルギー（水素）といった分野において、産業クラスターや産業プラットフォームが構築されてい
るものの、ひょうご・神戸の次代をリードする産業として、その規模や競争力向上にはさらなるバッ
クアップが必要と思われる。「国家戦略特区」等に指定されている「神戸医療産業都市」の様な次世代
産業を集積させるダイナミックな施策の検討を要望する。

② アニメ・ゲーム・メタバースなどのクリエイティブ産業の誘致促進
　アニメなどのクリエイティブ産業※４への注目は全国的に高まっており、各自治体においても積極的
な誘致が進められている。
　ひょうご・神戸においては、2022 年５月に関西圏での人材育成・確保等を目指す、「シンエイ動画」※５

の誘致が実現。人口規模、オフィス賃料、整備された交通網など、ひょうご・神戸には他都市に比べ
るとアドバンテージがあり、その強みに加え、視察費用の補助、改装費用補助など施策の拡充により、
同産業への企業誘致支援を強化願いたい。

③ 脱炭素・水素社会先進県への取り組み
　2019 年の都道府県別のＣＯ２排出量が西日本一である兵庫県で
は、2022 年３月に兵庫県地球温暖化対策推進計画を改定し、2030
年度の温室効果ガス削減目標と再生可能エネルギー導入目標を引き
上げるとともに、その目標達成に向けた様々な対策を示している。
　最近では世界中でＧＸ（グリーントランスフォーメーション）へ
の関心が高まっており、日本では 2022 年６月に閣議決定した「新
しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」において、ＧＸを

「重点投資分野」の一つに位置付け、「今後 10 年間に官民協調で 150 兆円規模のＧＸ投資を実現」との

【（出所）「兵庫県地球温暖化対策推進計画」より抜粋】

※４： 創造性や技能・技術が作品の主要価値を生み、文化を形成し得る産業分野の総称。芸術、映画、コンピュータゲーム、服飾デザイン、広告など。
※５： 『ドラえもん』『クレヨンしんちゃん』を代表作に持つアニメーション制作会社。東京本社以外の初拠点として、2022 年９月に神戸スタジ

オを開所。関西圏での新人アニメーターを採用、育成する計画。
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方針を示している。
　しかしながら、地元中小企業等においては、自社の排出量の現状把握等もままならない状況であり、
削減に対するロードマップづくりの着手すら困難な状況と言える。
　これらの中小企業が温室効果ガス排出量の算定時に負担するコストへの助成や、脱炭素化に向けた
再生可能エネルギー設備等の導入に対する支援など、具体
策へ着手しやすい環境整備を行っていただきたい。
　また現在、着手されているエネルギー転換に向けた港湾・
貯蔵施設、輸送網等のインフラ整備を引続き促進いただく
ことに加え、今後、注目度の高まりが予想される「グリー
ン水素」についても多自然地域での製造施設の構築と、将
来需要を見据えた水素利用時における消防法を主とする規
制緩和への積極的な対応を要望する。

２．事業承継・後継者支援
　中小企業は国内全企業数の約 99％、
全従業員数の約 69％を占めており、地
域経済・社会を支える存在として、ま
た雇用の受け皿として極めて重要な役
割を果たしてる。
　多様な技術・技能、雇用の担い手と
して将来にわたり、その活力を維持し
ていくためには、円滑な事業承継に
よって次世代に引き継ぎ、事業活動の
活性化を実現することが不可欠である。
　足元では長引く新型コロナウイルス感染症の影響等、厳しい経営環境の中で、事業承継は後回しに
される傾向も見られるが、いわゆる団塊の世代の方全員が
75 歳以上を迎える 2025 年を目前に控え、事業承継はいよい
よ待ったなしの状況に至っていると言える。
　兵庫県内においてもその傾向は顕著であり、事業所数は
1986 年と比べ、74.4％まで減少。

【（出所）「中小企業庁「事業承継ガイドライン】

【（出所）総務省「事業所・企業統計調査」「経済センサス」】
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　また 70 歳以上の割合が製造業を中心に軒並み急増、後継者不在事務所についても全般的に急上昇し、
８割以上が後継者難の状態とまさに危機的状況と言える。

（１）後継者支援
① ファミリー企業後継者の育成プログラム
　地域を支えてきた地元の資産とも言えるファミリー企業の後継者へ対する育成は地域の将来を担う
重要な課題のひとつと考えられる。行政、地元企業、大学、金融機関が連携してファミリー企業の後
継者を受入れ、数年間のス
パンで多様な経験を積める
仕組みを構築することで、
産官学金それぞれの次世代
経営者・幹部候補生同士との繋がり強化にも寄与する取り組みであり、具現化への施策展開をお願い
したい。

②「アトツギ」によるベンチャー創業（第二創業）への支援
　中小企業の「後継ぎ」を新規事業の創出や業態転換など、家業の高度化に挑む「アトツギ※６」に進
化させ、事業承継への意欲を高める動きが全国各地で広がってきている。
　兵庫県下においても、後継者に
よる新ビジネスの創出・具体化を
支援するアクセラレーションプロ
グラム※７を実施し、プログラムへ
の受講費用・実証実験費用等につ
いての助成制度策定を推進いただ
きたい。

（２）ひょうご版：第三者承継支援
①「ＨＹＯＧＯサーチファンド」の創設
　「サーチファンド」は、経営者候補である「サーチャー」が投資家から集めた資金を使い、自身が経
営する会社を見つけて買収するスキームであり、米国ではすでに 300 件ほどの承継事例がある。
　魅力的な地元中小企業の後継者不足問題
と、経営者を目指す優秀で意欲のある若者の
発掘という日本企業が抱える二つの課題解決
に繋がる可能性を秘めた仕組みであり、兵庫
県内における導入に向けての検討をお願いし
たい。

【（一社）ベンチャー型事業承継 H.P】

※６：いわゆる同族企業の後継者。事業承継前に新たな領域に挑戦する若い世代を指す。
※７： 短期間で事業を成長させるためのプログラム。ベンチャー企業や中小企業を対象に、アクセラレーターと呼ばれる支援者との定期的な面

談（メンタリング）を通して、事業アイデアや新規ビジネスの検証・精査を二人三脚で行っていく伴走型の支援
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② ニホン継業バンクと連携した小規模事業者への事業承継支援
　後継者不在企業の情報を全国に向けて発信する「ニホン継業バンク※８」との契約を自治体が担うこ
とにより、小規模事業者にとっては、承継時の仲介手数料負担なく、円滑且つ、有効な事業承継が可
能である。
　既に豊岡市では昨年度に当該プラットフォームを導入済みであり、この取り組みを兵庫県内全域へ
展開すべきであると考える。

（３）スタートアップと併せた両輪支援
① 大企業を含む地元企業とのオープンイノベーションの創発
　スタートアップ施策推進における課題の一つに東京、大阪などの大都市圏に起業が偏重することに
加え、成長過程における県外移転が挙げられる。県内において、スタートアップが大きなインパクト
を与えるには、資金や人的リソースが豊富である大企業とのオープンイノベーションがひとつの鍵と
言える。
　県内における大企業とのマッチング促進はまだ緒についたばかりの印象が強く、更にスピード感を
持った展開を推進することで、県内ビジネスを活性化させ地域産業の振興に繋がると思われる。
　また、大企業における社内ベンチャーの創出活性化に向け、事業資金のサポートを行える制度や、
兼業・副業による相互支援体制の構築なども併せて検討いただくことで、地元企業の新たなビジネス
創出が誘発され、既存事業を含め更なる成長が期待できる。
　母体企業は県内での事業継続がベースであり、社内ベンチャーが成長したとしても地元地域に残る
可能性が高いと想定される。

② 県内での大学発ベンチャー企業の活性化推進
　国内では大学発ベン
チャー企業数は右肩上
がりで推移、県内企業
と大学との連携による
新規ビジネスの創出機
会を推進していくこと
が望まれている。
　経済産業省「令和３
年度大学発ベンチャー
実態等調査」によると、
2021 年度の各都道府
県における大学発ベン
チャーの実績は東京都の 1,118 社が圧倒的１位である。
　一方で兵庫県内は、63 社〔11 位〕と、隣接する大阪府（242 社〔２位〕）、京都府（207 社〔３位〕）
に大きく引き離されている状況である。
　兵庫県は国内有数の大学集積地であり、行政、産業界も一丸となった推進施策を講じる必要がある。

【（出所）経済産業省「令和3年度大学発ベンチャー実態等調査」】

※８： ココホレジャパン㈱が展開する地域の小規模事業の承継を推進する継業支援サービス。M&A になりづらい地域性や社会性の高い小さな
仕事や、文化や技術、祭りなどの承継機会を創出してる。
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３．地域企業のランクアップ
（１） 「補助人」制度の構築
　中小企業が魅力の向上に取り組むに際して、自社の経営
課題のトップに挙げられるのが「必要な人材の不足」であ
り、近年特に注目されているＤＸ人材等の専門知識を有す
る「専門人材」が不足していることが挙げられる。

①  地元企業による「ひょうご専門人材センター」の活用促
進と制度拡充

　2021 年 11 月に発表された経済産業省近畿経済産業局の
レポートに拠れば、各道府県が運営するプロフェッショナ
ル人材戦略拠点やマッチング民間支援事業者等の活用・認
知は限定的であり、特に受け皿となる中小企業には、ま
だ十分な認知が為されていない点が課題として挙げられている。具体的活用に向けた既存のプラット
フォームの認知度、利便性の向上や、具体的支援策の拡充が必要であると考える。
　兵庫県内においても、プロ人材をマッチングする組織、「ひょうご専門人材センター」が備わってい
るものの、域内企業での認知度は全国同様、低い状況と言える。
　他県においては活用促進
の一環として、補助金制度
を設け、移住施策も講じて
いるケースが見られ、兵庫
県においても同様の制度導
入を検討いただきたい。
　また、プロ人材について

「ポストドクター※９」を積
極的に活用できる施策を講
じられたい。「ポスドク」の
知識や研究成果を地域課題
解決に活用すると共に、域内企業で「就業経験を積む」、「地
元企業を知る」支援、プロジェクトによる地元企業との接点
創出等、地元就職にも繋がる可能性を秘めている。

② ＤＸ人材の活用・育成支援
　経営課題の解決ついて、デジタル技術等を活用し、新たな
企業価値を生み出すＤＸについて、導入検討企業の人材不足
に対する対応策として、神戸市では既に「神戸市中小企業Ｄ
Ｘお助け隊」として地元中小企業へのプロ人材派遣を行って
おり、県内全域への展開を促進されたい。

※９： 博士課程修了の研究者。主に博士号取得後に任期を決めて大学の研究職に就いている人
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　また、大学等が実施するプログラムの中には、社会人向けにＤＸ等の成長分野に係る実践的な能力・
スキルを習得するためのリカレント、リスキリングなどの教育カリキュラムも提供されている。
　これらの成長分野に対応できる人材の底上げを図るべく、リカレント、リスキリングのより一層の
拡充を講じられたい。

（２）経済の『域内循環』強化
　ＳＤＧｓの実現に向けて、兵庫五
国が各地域固有の資源を活かしなが
ら、それぞれ異なる資源を持続的に
循環させ、自立・分散型のエリアを
形成する「地域循環共生圏」を目指し、
環境と経済・社会の統合的向上、地
域資源を活用したビジネスの創出や
生活の質を高める「新しい成長」を
実現することが求められている。
　兵庫県における地域経済の自立性
を表す地域経済循環率は 92.1％（Ｈ 30）と概ね自立性が高いと評価できる。

① 『Ｍ＆Ａの地産地消』
　帝国データバンクの調査に拠る
と兵庫県における令和３年の休廃
業・解散は対前年比2.4％減の1,620
件と減少傾向にあるものの、倒産
件数は 4.9 倍となっており、Ｍ＆
Ａによる事業承継のポテンシャル
は引続き高い。
　今後、官民連携によるＭ＆Ａの
加速、取り分け域内での後継者不
足という課題解決への施策が必要
と考える。
　Ｍ＆Ａにおいて、県外企業が買
い手となる事は、県内資源の流出
を招く要因であり、地元企業同士
によるマッチングが優先的に行わ
れるべきである。兵庫県では、域
内関係者で構成する「事業承継・
引継ぎ支援センター」による相談体制は講じられているが、活用状況は十分ではないと思われる。
　域内での活性化を目指すには、地域経営資源引継ぎのプラットフォーム「ツグナラ」を活用する他、
地域銀行、信用金庫、信用組合など県内金融機関（指定金融機関を含む）による密な情報連携は必要
不可欠であり、それらを取り纏めるネットワーク構成機関の運営体制を県主導で検討願いたい。

【㈱サクシード H.P】
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　また、県内企業とのマッチングを優先できるインセンティブ制度である「事業継続支援事業費補助金」
の申込期間が１ヶ月程度と他府県に比べると利便性に欠けており、改めて制度設計の再考が必要であ
ると思われる。

② 各地場産業の統合ＥＣサイト及び越境ＥＣサイト（ＪＥＴＲＯ連携）の設置
　「日本の縮図」とも言われる兵庫県の特性を活かし、県内での地産地消に加え、五国間でのさらなる
流通ネットワークの加速、ＥＣ（含む越境ＥＣ）を活用した県内素材のプロモーション・販売機会の
強化が地場産業事業者の活性化策として有効と考えられる。

③ 県内素材等の利活用促進
　県内素材の地産地消は、その地
域の住民が周囲の豊かな自然環境
とその保全の必要性を認識し、そ
こに積極的な意義や広域の「地域
愛」を見出す機会を与えるものと
考える。
　未来を担う子どもたちにとっ
て、地元意識はかつてのコミュニ
ティよりも意識的にも行動的にも
広がりを見せている。
　福井県小浜市では幼児向けの料理教室「キッズ・キッチン」を実施し、地場産の野菜や旬をクイズ
などで理解させ、子どもたちだけで地場産の食材を利用した料理を作る機会を与えている。
　一方で兵庫県では林業分野において「県産木材の利用促進に関する条例」により、県産木材の利用
促進及び、そのことを通じた森づくりの基本理念を定めている。また、「兵庫県産木材利用木材住宅特
別融資制度」等により、県産木材の利用を促す取り組みを行っている。
　いずれにせよ、農林水産に関わらず、様々な兵庫県産を地域で消費、また地域愛を育む様な仕組み
を講じる取り組みを検討頂きたい。

【(独法）日本貿易振興機構 H.P】

【長野県「オール長野モール」H.P】

【福井県小浜市 H.P】
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Ⅲ. 〝ひと〟づくり ～地域に人を呼び込む～

１．ダイバーシティ＆インクルージョン
（１）女性活躍推進：『ＨＹＯＧＯ』版ウーマノミクス
　日本全体でのジェンダー※ 10 への
課題解消も叫ばれる中で、兵庫県
の女性進出は全国でも下位となっ
ている。また、女性就業状況、経
営者比率（会社役員含む）など、
女性の活躍状況についても、兵庫
県は決して高いとは言えない状況
である。
　なお、女性の活躍推進にはパー
トナーの育児参画が不可欠であり、
企業の育児休暇制度の設置、充実
などと併せて、子育てしやすい環
境整備が必要である。2022 年 10 月に改正育児・介護休業法が施行され男性育休の取得が今後進む中、
企業側もこれをきっかけに多様な働き方ができる制度設計と風土醸成を進め、多様な考え方を持つ従
業員を受け容れ、真のダイバーシティ＆インクルージョン※ 11 を推進することが求められる。
　ウーマノミクスとは、女性を意味する「ｗｏｍａｎ」、経済を意味する「ｅｃｏｎｏｍｙ」を組み合
わせた造語であり、「女性の活躍による経済の活性化や働き手としても消費者としても女性のパワーが
けん引する経済のあり方」を表した概念である。埼玉県・愛知県・山形県などでは、各自治体においてウー
マノミクス事業を展開しており、『ＨＹＯＧＯ』版ウーマノミクスと称し兵庫県独自の活発な活動を期
待したい。

① 女性の就業支援
　兵庫県は、特に若い女性（就職期である 20 代前半）の東京・大阪への転出超過が年々拡大している。
また、年々増加している非正規労働者比率についても、女性が約 69.7％と全国平均（68.7％）を越え、
男女間の所得格差も大きい。
　若い女性の流出には、「働きたい場」「働ける場」が少ないとの先入観が強く、女子学生向け“もの
づくり”県内企業見学会（バスツアーなど）の実施や“学生に届く” 情報発信により県内に希望する職
場や職種が存在することを広く周知していく必要がある。

※ 10： 男性・女性であることに基づき定められた社会的属性や機会、女性と男性、女児と男児の間における関係性、さらに女性間、男性間にお
ける相互関係を意味する。

※ 11： 性別・年齢・障害・国籍など外面の属性や、ライフスタイル・職歴・価値観などの内面の属性にかかわらず、それぞれの個を尊重し、認
め合い、良いところを活かすこと
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　女性活躍企業の指標としては 2016 年にスタートした国の認証制度「えるぼし」などがあるが、認定
基準が厳しく６年間で県内認定企業は大手企業中心に 33 社程度（2022 年９月時点、全国 1,905 社）と
少ない状況にある。この現状を踏まえ、2022 年 11 月には中小企業が取得
を目指しやすい兵庫県独自の認証制度「ミモザ企業」の創設が公表された。
認定企業には、県の入札案件の加点、大学との連携による学生向け情報
発信、金融機関の優遇金利融資などメリットを付与する事で、県内企業
の女性活躍推進を後押しする環境整備を期待したい。

② キャリアアップのための環境整備・支援（管理職比率の向上）と起業家育成
　育休復帰後の女性のキャリ
ア形成における大きな障壁と
して、「小一の壁」問題があ
げられる。保育園にやっとの
思いで入れて復職を果たして
も、小学校にあがると途端に
両立が難しくなる。共働き世
帯の増加により自治体運営の
公立学童保育は定員超過で早
ければ２～３年生で行き場を
失う子供も多い。
　兵庫県は学童保育（＝放課
後デイ）を利用できない児童
数は全国ワースト４位と女性
のキャリアアップを推進する
上でも深刻な状況にある。
　共働き世帯は所得制限によ
り各種子育て支援メリットを享受できないことも多い中で、自身の働き方に合せた民間保育サービス
を選択すれば相当の費用負担を強いられる状況にある（安価な公立学童に対し、民間学童は月２～ 10
万円程度と負担は重い）。

【出所：兵庫県　「令和3年度ひょうごの男女共同参画」より】
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　公立学童保育の整備・保育時間の延
長や民間サービス等利用時の費用助成
などの環境整備の強化を願いたい。
　また、育児にかける男女の時間比率
は圧倒的に女性が高く、男性が育児パー
トナーとして積極的に育児参加できる
よう、企業における男性用ベビールー
ム設置への費用補助や母子手帳の電子
化などを検討いただきたい。
　コロナ禍おいて母親達のネットワー
クが希薄になっており、母子手帳の電
子化は、コミュニティ創出による孤独
の解消、予防接種打ち忘れ防止や成長
管理、行政が育児世代に向けて“届く”
情報発信ツールとしても有効と考える。

 　加えて、県内経営者・支店長・支社長などのポスト職にある女性と各企業の女性幹部候補生等の交
流活性化により、自身のキャリアビジョンをイメージしやすくすることを促し、管理職比率の向上や
起業家マインドの醸成につながる体制を構築願いたい。
　ＳＤＧｓへの意識の高まりからＶＣ※ 12 など投資分野においては、「女性起業家」「女性経営者」企業
への投資が増えている。また、女性の悩みを技術で解決する「フェムテック※ 13」関連は、成長が期待
できる分野として高く評価されていることに加え、女性が活躍できる分野として注目されている。
　兵庫県には神戸医療産業都市があり、医療・研究分野における集積地のメリットを活かせる土壌を
有している。この機能やメリットとの連携も踏まえ、性別多様性を考慮し女性が活躍できる分野（不
妊治療・美容・フェムテック分野など）での起業メリットの強化（費用補助や育成支援）を検討願いたい。

アンケート：約５００の自治体で導入している「母子モ」ＨＰより引用

コエテコ　引用

※ 12： 未上場の新興企業（ベンチャー企業）等に出資して株式を取得し、将来的にその企業の株式公開（上場）の際に株式を売却して値上がり
益の獲得を目指す投資会社や投資ファンドのこと

※ 13： 女性の健康の課題をテクノロジーで解決する製品やサービスのこと。「femail technology」を略した用語

22



神 戸 経 済 同 友 会 2 0 2 2 年 度 提 言

（２）外国人活躍推進
　真のダイバーシティ＆インクルー
ジョンを推進する意味でも、今後ます
ますグローバル化が進む中、企業の国
際競争力を高めるという観点からも、
外国人材の活躍は多様性を生み、新た
なイノベーションを創出するうえで今
後不可欠となる。
　足元の外国人材の登用については、
留学生や日本企業勤務経験者の転職が
その大半を占めているが、「言語の壁」や「雇用形態」への対応、生活支援など十分とは言えず、まだ
まだ外国人材登用の土壌が整っているとは言えない。
　日本学生支援機構によると、高等教育機関に在籍する留学生は全国に 20 万人超（21 年５月時点）、
関西２府４県には約２割の４万人の学生がいる。しかしながら、全国の外国人留学生のうち約６割は
関東圏で就職をしており、県内企業就職に向けた囲い込み策を強化していくことが重要である。

① 留学生の囲い込み強化
　県内の大学に通う外国人留学生は相応の人数であり、日本の生活・文化に慣れている人材の登用は
即戦力としても貴重である。しかし、兵庫県下の留学に関する補助金制度の状況としては、公益財団
法人兵庫県国際交流協会が実施する私費外国人留学生奨学事業が令和３年度をもって廃止となってお
り、外国人留学生に対する支援体制の再構築が必要と考えられる。
　また、高度外国人材の約半数は留学生であることから、留学生は、将来の「高度外国人材」の卵と
成り得る可能性が高く、留学生に対する就職支援は「高度外国人材の活躍推進」に大きく寄与すると
されている。優秀な人材が東京や海外へ流出しているトレンドを変えるためにも、早い段階からの地
元企業と留学生の就職マッチングは非常に重要であり、マッチングイベントの更なる機会増加に加え、

「留学生と経営者の交流会」など「出会う機会」を確保し、県内企業を知るチャンスの創出が必要である。
　㈱ディスコによる調査によれば、日本企業へ就職を希望する外
国人留学生のうちインターンシップを活用している学生は約５
割、国内学生の８割と大きな開きがある。一方で、参加学生の約
７割は就職したい企業が見つかったというアンケート結果がでて
おり、就職先を決定するうえでインターンシップの有効性は高い
と言える。
　兵庫県では、「ひょうご留学生インターンシップ」事業において、
すでに留学生と県内企業をつなぐ取り組みがなされているが、就
業型インターンシップの取組実績数が少ないなど、活用・認知度
は限定的である。特に中小企業が参加しやすい枠組みを取り入れ、
啓発など一層の活用推進の強化を願いたい。
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② （高度）外国人材の雇用機会増加に向けた処遇・環境整備
　法務省の統計による在留資格「高度専門職※ 14」は 2021 年６月時点で東京都が 8,300 人でトップ、次
ぐ大阪府が 718 人、関西２府４県でも 1,320 人と大きく引き離されており、東京が独り勝ちの状況にある。
　しかし、かつて多くの外資系企業の誘致を成功させてきた兵庫県も、学校・協会・外国倶楽部・居
留地など外国人のための生活インフラ整備がされており、特に欧米系外国人居住者のまとまりは首都
圏以外では神戸市と阪神区間に集中しているというアドバンテージを有している。

　このアドバンテージを活かし、定住外国人口増加につながる可
能性を有する高度外国人材の獲得には一層の施策強化が望まれる。
　外国人登用にあたっては、「言語の壁」が大きく特に中小企業
は受け入れに対し消極的な企業が多い。受け入れる企業側の課題
解決に向け、日本語教育支援の強化や日本語能力試験の受験補助
といった「言語の壁の解消策」、「ジョブ型雇用※ 15 の導入」など
への支援体制の構築が必要である。
　また、雇用機会の増加に向けた施策として、兵庫県内各自治体
の提携姉妹都市や県内大学の海外姉妹校といった接点を活用し、
県内企業と海外人材を直接マッチングさせる体制の構築を検討頂
きたい。

２.『ＨＹＯＧＯ－ｎｏ－ＭＩＲＡＩ』人材の創出、育成
　県内では、様々な分野で人手不足といった課題が取り上げられているが、今後、重点的に人材確保
が望まれる職種に対して集中的に人材を呼び込む産官学が連携した中長期的施策が必要である。兵庫
県は、「モノづくり県」として全国的に見ても製造業が非常に盛んな県であり、理系人材の需要は多い
ものの、県内の育成環境は十分ではなく、また、企業との接点も十分ではない中で、特に県内の中小
企業を中心に人材確保に苦戦している。
　根本的な問題として人口の半分を占める女性の理系進学率が極めて少なく、大学側においてもその
重要性は認識しているものの、比率改善はなかなか進まない状況にある。神戸大学の工学部の学生人
数を例にとってみても、全体 2,469 人の在籍者に対して女性の割合は 15％の 385 人に留まる。
　加えて、今後ますますグローバル化が進んでいく中で、明治以来の開かれた「国際都市神戸」らし
い人材を育成できる土台作りも必要とされる。

（１）次代の兵庫県に必要な人材の育成
① 「理系人材」の育成
　女性の理系進学率が低い理由として、親世代を含めたマイナスイメージが根強いという課題があり、
若年時から理系分野に興味を持つことを応援する環境づくりが重要である。
　すでに関西圏では、大阪大学や神戸大学など関西６大学が連携し、「関西科学塾」という名称で女子
中高生を対象に理系分野のおもしろさを伝える活動をしている。特徴としては、中高生向けを対象と

※ 14： 高度な知識・スキルにより日本の経済発展に貢献する外国人の為の在留資格。入国管理局が定める高度人材ポイント制度で 70 Ｐ以上を
獲得することが必要。高度人材ポイント制度は「高度学術研究分野」「高度専門・技術分野」「高度経営・管理分野」の３分野がある。

※ 15： 企業の中で必要な職務内容に対して、その職務に適したスキルや経験を持った人を採用する欧米では一般的な雇用方法。対して日本では、
職務を決めずに採用後に本人の志望や適性をみて配属先を決めるメンバーシップ雇用方式が一般的。
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したメインプログラムの他、未就学児・小学生に加
え、保護者や教育者も巻き込んだアウトリーチ活動
がある。
　この仕組みを取り入れ、県内大学や専門学校、県
内企業と連携し、女子中高生ひいては未就学児・小
学生・保護者にも理系進学や技術系企業への就職啓
発が出来る兵庫県独自の「ひょうご科学塾」の創設
に対する旗振りを要望する。
　加えて、理系人材の採用においては、大学教授が
持つコネクションで進路が決まることも少なくな
い。大学研究室と地元企業に行政も交えた産官学で
の定期交流会の創設などにより、域内企業と接点強化できる体制についても構築願いたい。

② 専門人材の育成・確保
　兵庫県は、大学の数は全国５位と
多いものの、学科・コースなど国内
外からの学生を引き付ける独自性に
尖った分野の学校は少ない。
　他府県では、東京一極集中の流れ
を変えるべく特色のある教育施設の
設置・学科改編に力をいれている。
滋賀県では県立高専の新設に向けて
動いており、愛知県でも工業高校を
工科高校へ改編しロボット・ＩＴ分
野等の学科を新設させている。若年
層の人口流出を防ぎ新たな人口流入
にむけた施策として、兵庫県も魅力
的な教育環境の整備が必要である。
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　専門知識や技術を学べる制度づくりとして、2025 年の県立高校再編も見据え、特色ある専科コース
の設置・学科改編（工科・国際科・スポーツ科・起業家コースなど）や、クリエイティブ人材の育成
をめざす芸術・工芸も含めた「専門職大学」「県立高専」等の設立、また、グローバル人材育成に向け
ては、インターナショナルスクールへ通いやすくする仕組み（費用補助）や海外留学費に対する行政
支援（県内企業での就職を条件など）の検討を願いたい。
　加えて、今後重点的に人材確保が望まれる職種（クリエイティブ・ＤＸ人材など）の他、次世代の
子供たちの育成を担う優秀な教育者を確保する観点から保育、教員（指導者）などに対して、採用競
争力の強化を可能とする雇用条件等の補助制度の構築を検討願いたい。

３．「兵庫－Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎｇ」　～「県民エンゲージメント」の高揚～
　兵庫県では、人口の転出超過が加速してお
り、日本人に限定すると２年連続で転出超過
が全国ワースト１位となっている。その中で
も、進学・就職のタイミングである 20 代の転
出超過が顕著であり、若年層の県内定着が喫
緊の課題であると言える。
　若年層に対し「地元で暮らし、働く」という
意識を醸成することが必要であり、子供の成長
過程において「地元ひょうごへの愛着」「地元
企業の理解」を深めさせることが重要である。

　なお、県内企業への認知向上には、地域貢献により地元住民の目に留まることで、関心を高められ
る方法もある。現在、個人が行うふるさと納税は一般化しているが、企業版ふるさと納税などの制度
を活用した寄附などを通じてより一層地元を盛り上げていく必要がある。
　生まれ育った人はもとより地域に関わる全ての人々が、「ひょうご愛」「地域愛」「企業愛」「母校愛」
などを育み、暮らしやすい、働きやすい、幸せを感じられる＝『兵庫－Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎｇ※ 16』の
推進をお願いしたい。

（１）『地元愛』の醸成
① 「兵庫県を知る」機会の強化
　若年時（小中学生）からの県内情報教育の強化
により、「地域」に触れ、地元を想うマインドの
醸成が必要と考える。そこで、官民が連携して「出
前授業」の活性化・シリーズ化や、起業体験、金
融教育等を実施・促進する体制の整備を要望する。
　加えて、管理職人材のレベル向上、企業への
帰属意識の醸成、県内企業間の結束力を高める
施策として県内企業や行政の幹部候補生の交流
の場の設置検討も願いたい。

※ 16： 幸福で肉体的、精神的、社会的すべてにおいて満たされた状態
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《『ひょうごＳＤＧｓガイドブック』の作成》
　㈱学情による 2024 年度３月卒業予定の大学生・
大学院生を対象にしたアンケート結果では、就職
活動において企業のＳＤＧｓに関する取組を意識
している学生は約半数。また、７割の学生は「企
業がＳＤＧｓに取り組んでいると知ると、志望度
が上がる」と回答している。
　一方で、企業側はＳＤＧｓに対する取り組みを
学生にＰＲする場・手段に乏しいという課題があ
る。
各自治体では、中高生などに対して、ＳＤＧｓを
切り口とする事業紹介を行うガイドブックを作成
する例が多くみられるようになってきた。
　兵庫県でも、「兵庫の企業　中高生のための企業研究ガイド」が作成されているが、来年度に創設が
予定されている「ＳＤＧｓ認証制度」と連動させ、県内企業のＳＤＧｓへの取り組みがより伝わるガ
イドブックを「ひょうご　ＳＤＧｓ　Ｈｕｂ」等を通じて作成していただきたい。
　県内企業のＳＤＧｓ普及促進にもつながり、中高生の頃から地域企業への理解が深まることで、地
元就職や将来的なＵＩＪターン※ 17 の誘発にも繋がると考える。

《企業によるイベント、ＰＲ活動への行政支援》
　近年、ＳＤＧｓを起点とするビジネスパー
トナー選択も進む中で、自社の取組ＰＲの重
要性は増しており、行政としても県内企業の
取り組みついて広く発信を願いたい。
　他府県では、地域企業の事業や取り組みを
ＳＤＧｓの視点で地元金融機関・地元メディ
ア・広告会社が連携し、ＰＲ動画を作成、地
域企業・産業のブランドイメージ向上策に取
り組んでいる事例がある。学生の視点を取り
入れたＰＲ動画の作成、企業への取材を通じ
た地域企業を知る機会につながる取り組みに、
行政の参画を要望したい。
　また、これら一連の協働事業に対する補助
制度を構築願いたい。

※ 17： 大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称。U ターンは出身地に戻る、J ターンは出身地の近くの地方都市に移住、I ターンは出身
地以外の地方へ移住する形態を指す。
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② 『県民総幸福度』の調査、向上への取り組み
　賃貸事業者アンケート等を見ても、兵庫県は居住地としての人気は非常に高い。現在、「兵庫県ゆた
かさ指標」などで、主に県民の「暮らし」の分野に対する意識調査の「見える化」はできている。
　一方で、近年、働き方改革などが叫ばれ、「パーパス経営※ 18」や「従業員エンゲージメント※ 19」といっ
た、経済的な豊かさや利便性の高い暮らしを求める、以前とは違った価値観が求められている。仕事
や生活の中に、健康的であるかや文化・学びなどを通じて、充実感や満足感をいかにして得られるかが、
人生の「幸福」と捉えられている。

　日本総合研究所による「全 47 都道府県幸福度ランキン
グ調査」では、10 年間にわたり福井県は総合ランキング
で首位を獲得している。これは、学校教育が充実している
こととインターンシップなどを有効に活用したＵターン就
職などが評価されてのものだ。
　兵庫県は地域に十分なリソースを有しており、ポテン
シャルは高いものの 34 位と低位に位置している。
　ひょうごに住み、働き、暮らすことで得られる充実感や
幸福感を向上させ、対外的に「見える化」することは、地

域に人を呼び込む魅力を示せるものとなる。
　現在の「兵庫県ゆたかさ指標」にＳＤＧｓなどの要素を加え、県民の「総幸福度」を計れる内容とし、
県民の幸福感を向上させるための指標とするとともに、『Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎｇ』の「見える化」を検
討いただきたい。

（２）地元就職・ＵＩＪターンの促進
① 早期の職業体験・地元企業を知る取り組み
　県内大学生の県内就職希望率は 66.0％（Ｒ２）ある一方で、県内大学生の地元企業就職率は３割を切
る水準（Ｒ２：29.8％）となっている。県内には所謂「オンリーワン企業」など、高度な技術力を持っ
た優良企業が多数存在し、その雇用条件も大手企業と遜色ないケースも少なくない。問題点は、それ
らの企業を学生が認知できていないことにある。
　学生の企業研究にインターンシップ制度があるが、従来の大学３、４年生中心から、近年はより早
期に自分に合った仕事や企業、キャリアを考えるために、１、２年生の参加が増加傾向にある。また、

※ 18： 「社会に対してどのような存在意義を出してどのように貢献するか」を掲げて経営すること
※ 19： 「会社に貢献したい」という従業員の自発的な意欲のこと。「愛社精神」や「愛着心」とも訳される
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Ｕターン率の高い福井県の取り組みでは、小中学生を対象にし、保護者の参加も促し成功を収めている。
保護者がインターンに参加することで他府県の大学に進学しても地元に戻ってくるイメージを親子で
描ける特徴がある。一方で、中小企業が単独でそれらに取り組むにはハードルが高い。
　そこで、『ひょうご版：インターンシップ』制度を整備し、実施プラン設計支援や学生募集、フィー
ドバックに対するサポートなど、中堅・中小企業が自社の事業を確りと伝達できる支援を願いたい。
他自治体の取り組みも参考に、高校生やさらには小・中学生（保護者含む）などより早い段階で「自
分事として感じられる地元企業での就業体験を受けられる体制づくり」を、我々同友会を含む企業と
自治体が一体となって築いていくことが必要である。

② 奨学金返還補助制度の拡充
　日本学生支援機構の調査によれば、
ほぼ半数の大学生が、なんらかの奨学
金を受給している現状がある。一方で、
卒業後の返済に苦慮する事例も散見さ
れ、中には、自己破産するケースなど、
社会問題としてクローズアップされる
ようにもなっている。
　そうした中で、大手企業では、独自の奨学金返済支援制度を設け、人材確保へのインセンティブと
するケースもある。企業からの支援に対する帰属意識の向上なども期待できる。
　大和証券グループでは、社員に奨学金返済資金を無利子で貸付けることで金利負担をなくし、入社
後５年間は元金返済も猶予することで若手の経済的・心理的な負担を軽減している。これにより、優
秀な人材が全国から集まっている。
　県内中小企業の人材採用支援として導入されている奨学金返還支援制度に関して、現状、本人・企業・
行政が１／３ずつの負担となっているが、学生の県内就職へのインセンティブや県内中小企業の採用競
争力向上のためにも、１／３となっている行政支援の割合を強化いただき、制度の拡充を検討願いたい。

 （３）『寄附文化』の醸成
① 〔企業版〕ふるさと納税の活用、活性化
　制度の浸透もあり、年々「ふるさと納
税」全体の金額は増加傾向にある。兵庫県
の 2021 年の受入税額は約 290 億円と全国で
７番目に多い（近畿圏ではトップ）。しかし、
他自治体が熱心な姿勢を取る状況では、県下
からの税収流出も懸念される。
　事実、県内には 2021 年実績で受入額の多
い自治体 12 位に加西市（64 億円）などがラ
ンクインする一方、神戸市は住民税控除額の
多い自治体で７位（▲ 70 億）となっている。
　〔企業版〕ふるさと納税では、寄附の見返
りとしての経済的利益を寄附先自治体から
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受け取ることは出来ないが、金融機関などを活用した地場産品販売ＥＣサイトにより、寄附企業の従
業員向けに福利厚生サービスを提供する事業者（㈱ＲＣＧ※ 20）などと連携し、納税の受け入れ強化を行っ
ている自治体もある。
　兵庫県は工場など主に県外企業の拠点が多いという優位性もある。首都圏などへ転出した兵庫県創
業企業から、県下自治体への納税を促すことと併せて、各プロジェクト（納税ラインナップ）の充実
を図っていただきたい。

② 新たな寄附の仕組みの創設
　企業の本質は、「利益をあげること」と「地域・社会に貢献すること」の両輪と考える。近年、金融
機関などにみられる種々の地域貢献型の資金調達実績を見ても、地元への恩返しを考える地元経営者
は少なくない。一方、〔企業版〕ふるさと納税などでは、本拠地への寄附は行えない仕組みになっている。
　「地域貢献」への受け皿として、使途指定型の寄附制度構築を検討願いたい。加えて、寄附を行える
選択肢を拡大する策として、公共施設などでのネーミングライツ※ 21 等のラインナップ充実を要望する。
また、企業の寄付行為に対して、その功績が県民等にしっかりと伝わるよう、手法の工夫を検討願い
たい。

※ 20： 地域金融機関と連携するプラットフォームを運営。全国の金融機関や信用保証協会などの職員が厳選した地域の逸品を、カタログや EC
サイトを通じて販売するサービスを手がける。自治体向けには〔企業版〕ふるさと納税制度を活用したビジネスマッチング業務を展開する。

※ 21： 施設やイベントを命名できる権利のこと。獲得した企業側は、施設の命名権とそれに付属する権利を獲得し、売却した施設側は、契約金
を得て施設運営に充てることができる。
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Ⅳ. 〝まち〟づくり ～地域の賑わい創出～

１．新たな地域の魅力構築、活性化
　兵庫には「五国」それぞれに全国的に知られた
特産品、観光名所がある。ただ、魅力でもあるそ
の多様性が、一方で「ＨＹＯＧＯブランド」のア
ピール力分散を招いている。民間シンクタンク「ブ
ランド総合研究所」による 2022 年の都道府県別
魅力度ランキングは 11 位で、京都や大阪府、奈
良県より下位に甘んじている。
　2019 年（コロナ禍前）に観光庁が調査した訪日
外国人客（インバウンド※ 22）の都道府県別訪問率
でも兵庫は全国 11 位の 6.0％にとどまり、２位の
大阪（38.6％）、４位の京都（27.8％）、５位の奈
良（11.7％）に引き離されている。
　阪神・淡路大震災からの復旧・復興を最優先に
してきた神戸は、大阪や京都などに比べて再開発
が遅れた。ようやく動き始めた「都心・三宮再整備プロジェクト」では、「人が主役の居心地の良い街」
を目指して駅前の車線を大幅に減らしたり、長距離バスの停留所を集約して西日本最大規模のターミ
ナルを整備している。兵庫で初となる五つ星クラスのホテルも誕生する。ひょうご・神戸に新たな魅
力を創出し、そこを起点として「五国」全体の交流人口と関係人口の増加、活性化が期待される。

（１）神戸空港国際化を見据えた誘客策強化
① 国際化に向けたインフラ整備
　悲願であった神戸空港国際化が決定し、ア
ジア路線を中心にインバウンドの需要拡大に
大きな期待がかかる。ターミナルビルの増設
を前提として、ローカル５Ｇ※ 23 等、最新の
デジタル化によるキャッシュレス機能などの
完備やインバウンドへ、ひょうご・神戸の観
光プランの提供をスムーズに行うツールの導
入など、受入体制の強化に向けたインフラ整
備を強く要望する。
　また、アクセス、観光環境（周遊性・標識等）
の整備も重要であり、現在、計画が進む連絡

※ 22： 主に旅行業界・観光業界で使われていた言葉で、簡単に言うと「外国人の日本旅行」（訪日外国人旅行客）という意味
※ 23： 通信事業者ではない企業や自治体が、一部のエリアまたは建物・敷地内に専用の５G ネットワークを構築する方法を指す。運用するには

無線局の免許を取得する必要がある。

〝TEAM
 HYO

G
O

・

ALL HYO
G

O

〟

〝
し
ご
と
〟
づ
く
り

〝
ひ
と
〟
づ
く
り

〝
ま
ち
〟
づ
く
り

〝
み
ら
い
〟
づ
く
り

31



神 戸 経 済 同 友 会 2 0 2 2 年 度 提 言

橋道路の拡張やポートライナーを主とする公共交通機関のサービス向上策など、南北への移動の利便
性向上も着実に実施願いたい。

② インバウンドの取り込みと長期滞在への仕掛け
　神戸空港国際化の決定を好機に、ひょうご・
神戸としては、増加が見込まれるインバウンド
を取り込み、反転攻勢に打って出たい。
　一方で、六甲山や有馬温泉、世界遺産の姫路
城など、個々で見れば魅力あるコンテンツを有
しているものの、周辺との連動性が低いことや、
アクセスの良さから滞在時間が短いといった課
題がかねてより指摘されている。大阪や京都と
は違うテイストの魅力を構築することにより、
滞在長期化を促していく必要がある。
　そこで、ポートアイランドなどを中心に、子ど
も・アニメを核としたまちづくりを要望したい。
　台湾の「シルクスプレイス宜蘭」では、建物の一角をキッズフロア
とし、子供から大人までが楽しめる『子どもホテル※ 24』として、ファ
ミリー層の集客に成功している。
　「キッザニア※25」や山形県「キッズドームソライ※26」のような「子ども」
と「教育」を融合させた遊戯施設などを誘致する事例もあり、これら
の施設を、既存の子供向け人気スポットである「神戸どうぶつ王国」
などの周辺に集約させることで、区域一体で複合的に楽しめるスポッ
トを創出し、長期滞在へとつなげることが望まれる。

　加えて、世界的に人気の高いコンテンツ
となっている日本のアニメ、ゲーム、コス
プレ等の『サブカルチャー※ 27』を起点とし
た誘客やイベント誘致の強化を行うことで、
国内外から観光客の呼び込みが期待できる。
　さらに、今後、市場規模の拡大が期待さ
れる『ｅ－スポーツ』にも着目したい。近年、
プロ選手が生まれるなど、競技としての存
在感が増しており、世代を越えた交流人口
の拡大や観光に絡めた地域の賑わい創出な

【お出かけ関西サイトより】

※ 24： 台湾東部宜蘭市にある複合商業ビルを利用し地元資本により開発された「子供連れ家族のためのリゾートホテル」。開業当初より話題を
呼び地元台湾のみならず中国本土やアジア圏から集客に成功し、新しいホテルビジネスモデルとして注目を集める。

※ 25： 世界中で展開されている子供向けの職業体験型テーマパーク。日本では東京豊洲、甲子園、福岡のららぽーと内で運営。本格的な設備や
道具を使って、こども達は大人のようにいろいろな仕事やサービスを体験することができる。

※ 26： 山形県鶴岡市にある子育て支援施設。庄内藩校致道館の教えである徂徠学（そらいがく）の教育理念「天性重視 個性伸長（生まれなが
らの個性に応じてその才能を伸ばす）」が名前の由来。屋内型遊戯施設と様々な素材や道具を使ってものづくりができるアトリエなどを
備える。 

※ 27： 社会の支配的、伝統的な文化に対し、その社会の中のある特定の集団だけがもつ文化的価値や行動様式。大衆文化、若者文化など。日本
では特撮、アニメ、アイドルといった趣味を指す場合にサブカルチャーという用語が使用されることも多い。
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ど、新たなコンテンツとして、温泉地や商店街でも注目が集まっている。
　『ｅ－スポーツ甲子園』といったイベント誘致など、「ひょうご・神戸を『ｅ－スポーツの聖地』にする」
取り組みも違うテイストとしての魅力になると考えられる。
　また、多様なツーリズムを活用し、海外富裕層を呼び込むための仕掛けを行っていく必要もある。
　アジアの富裕層などをメインターゲットに、医療産業都市のアドバンテージを活かした「国際医療
ツーリズム」による最先端の医療技術・サービスをキーコンテンツとして提供、ともに来日する家族
向けには、有馬温泉などへと誘導し、ひょうご・神戸の強みである、先端医療・旅・食などを組み合
わせて提供できる仕掛けが可能と考える。
　例えば、山田錦の産地を活用した稲作から酒造り体験、明石海峡大橋の通行規制緩和による歩行体
験など、当地ならではの「体験型ツーリズム」のラインナップを充実させ、長期滞在やリピート訪問

の 促 進 に 向 け
た、各種企画の
組成、関係者と
の調整やインフ
ラ利用の規制緩
和などにも着手
いただきたい。

　これらの各施策を推進する上で、宿泊施設やショッピング関連施設の整備も必要不可欠である。
足元での兵庫県下における高価格帯宿泊客室については、有馬や城崎といった温泉旅館が中心となっ
ており、その数も大阪・京都の１／２・１／３の規模に留まっている。
　「都心・三宮再整備プロジェクト」により、高級客室の増
加が見込まれるが、今後、ますます需要が供給を上回ること
が予想されており、伸びしろの残る兵庫県として、ラグジュ
アリーホテル※ 28 等の誘致を行うとともに、東京・大阪・福
岡などに見られる大型免税店（消費税）のような、消費を促
す施設整備によるインバウンド誘客の強化を要望する。

　
　併せて、多国籍外国語での標識（ｓｉｇ
ｎ）の設置や、主要観光施設を「動く歩道」
で結ぶなど、周遊性の強化による観光環境
の整備についても検討いただきたい。

※ 28： （Luxury Hotel）ホテルの価格帯別の分類において、最高クラスに位置するホテル（LUX と略される）。Luxury は英語で、「贅沢な」や、
「豪華な」という意味。最新エステサロンやハイセンスなレストランなど、宿泊以外のサービスも充実している。
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（２）広域連携による魅力向上
① 玄関口としてのひょうご・神戸の役割強化
　幾度となく「ひょうご・神戸を瀬戸内のゲートウェイシティ
に」との提言や活動がなされてきたが、神戸空港国際化により、
陸・海・空のインフラが整い、県外地域との連携をさらに強化
する好機となる。
　中四国をはじめとする瀬戸内と関西の結節点であるひょう
ご・神戸を起点に、インバウンドなどが、各地へ周遊できるネッ
トワーク構築に向けて、せとうちＤＭＯ※ 29 との連携強化など
による、「せとうち」のハブ・玄関口としての役割を強化すべ
きである。
　大阪・関西万博と同年に開催が予定されている「瀬戸内国際
芸術祭」との連動企画や、尾道を母港として瀬戸内海を周遊し
ている高級宿泊船「ｇｕｎｔｕ」を活用した瀬戸内エリアとの
連携など、相乗効果の発揮が期待され、広域に跨った魅力発信につながると考える。
　次に、2022 年８月には、神戸市長が全国クルーズ活性化会議の会長（任期２年）に就任されており、
港を通じた地域振興や経済活性化への旗振りにもますます期待値が上がる。
　コロナ禍前のクルーズ船寄港回数の上位を見ると、中国や台湾での訪日ブームを背景に立地の利点
などから九州や沖縄の各港がランクインしており、2010 年代前半にはトップ３に名を連ねていた神戸
港はその順位を７位まで下げている。国内クルーズの活性化に加えて、海外からのクルーズ船の受け
入れ増強も行っていただきたい。

② 神戸空港就航地エリアとの経済連携強化
　加えて、空の路線活用強化も必要である。現在、神戸空港
からの離発着は、青森、仙台、新潟など 13 路線となっているが、
これらの就航地同士の交流・連携を活性化させるべきと考え
る。
　例えば、青森のリンゴから生まれた、サスティナブル素材
＝「アップルレザー」を使用した神戸シューズの開発・販売や、
就航都市同士の住民が優先的に利用できる限定企画（ゴルフ
等）の立案・実施など、相互の地場産品・産業の活用により、
新たな魅力を創出し、経済連携・交流人口増加を図る取り組
みの強化を要望する。

（３）ＰＲ活動の強化
① 兵庫県等の自治体の取り組みに関する周知策の強化（アニメのＰＲ動画、メタバースの活用）
　兵庫県をはじめ、県内各自治体による地域事業者等へ対する支援制度、地域活性化への取り組み体
制は多岐に渡るが、中小企業など利用者側にとっての認知が低く、十分な利活用がなされていない。

※ 29： DMO（Destination Marketing/Management Organization）とは、観光地（Destination）を活性化させて地域全体を一体的にマネジメ
ントしていく組織。せとうちＤＭＯは、瀬戸内ブランドを確立し、地域経済活性化や豊かな地域社会実現を目的としている。
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県民局においても、地域の観光名所等の紹介動画が自局内で放映されているが、県内他地域で相互に
情報展開を促進するなど工夫の余地があると見受けられる。
　今やＳＮＳの利用活性化はもとより、若者への情報発信については、『バーチャル県庁』の設置など、
メタバース※ 30 やｗｅｂ３※ 31 を通じて、自治体や県内企業の取り組みに触れる仕組みづくりにも着手
していただきたい。同分野に関しては、どの地域も取りかかったばかりであると思われ、ひょうご・
神戸が先行することは差別化にもなる。新たなチャネルを構築することで、発信力の向上が図れると
考える。まずは、県内での各施策の利用活性化・認知向上策の取り組みをお願いしたい。
　その上で、県外向けにも、兵庫の魅力を発信していくことが必要である。
　各自治体では、地域の魅力を伝えるためにＰＲ動画等を作成しているが、地域の名所・名物に絡め
たオリジナルアニメを制作し、幅広い層に情報発信している事例がある。

　兵庫県・神戸市では、人気アニメ映
画などでその風景が採用されることも
少なくない。ひょうご・神戸ならでは
のアニメ映像によるＰＲ動画の作成な
どで、地域の魅力を積極的に発信する
ことを検討いただきたい。
　

② 海外への情報発信に向けた取り組み強化
　日本国内はもとより、世界へ向けても、地域の
魅力をアピールする必要がある。
　関西圏には、大阪が中心にはなるものの、国際
的企業のオフィスや領事館といった外国政府など
の公的機関が相当数存在し、そこに勤務する外国
人はＥＸＰＡＴＳ（エクスパッツ）※ 32 と呼ばれ
る。彼らの多くは、その住みやすさや利便性から、
神戸市内や阪神間に居住している。ＥＸＰＡＴＳ
およびその家族は情報発信力の高いインフルエン
サー※ 33 であり、彼らの発信力を有効活用し、多
くの地域情報を世界へ伝えることで、企業誘致のみならず県内への観光客誘致にも直結する。
　加えて、県内には、プロスポーツチームも多いことから県内在住の外国人スポーツ選手や、神戸外
国倶楽部会員、留学生との意見交換会の創設等により、母国などへ、ひょうご・神戸の魅力発信を促
す仕組みを構築することが重要と考える。

※ 30：インターネット上に存在する「３次元仮想空間」を指す。アバターと呼ばれる自分の分身で参加し、Web 上の空間で社会生活を送れる
※ 31： 特定の管理者がいない、ブロックチェーン技術によって実現した分散型インターネットのこと。特定のプラットフォームに依存しない新

しいインターネットの在り方。
※ 32： 国際的企業勤務者や外交官に代表される外国政府あるいは公的機関勤務者
※ 33： 影響や勢力、効果という意味を持つ「influence」が語源。世間や人の思考・行動に大きな影響を与える人物のこと。スポーツ選手やタレ

ント、ファッションモデル、特定分野の専門家、インターネット上で大きな影響力を持つ一般人やブロガーなどがその一例。
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２．都市部と多自然地域の連携強化　～二拠点居住、ワーケーションの奨励～
　これまでは、人々の暮らしや企業活動において東京を主とする都市部への一極集中が進んできた。
日本の総人口のうち、50 万人以上の大都市に住んでいる割合は 73％にのぼり、65％の米国、56％の英
国などをも上回る水準となっている。一方で、コロナ禍が経済社会の分極化の重要性を再認識させ、
テレワークでの遠隔勤務が可能となった背景もあり、20 代・30 代の若者層を中心に、地方移住への関
心が高まっている。
　兵庫県でも瀬戸内海側の都市部のみならず、北部や西部においても、二拠点居住やワーケーション
の奨励など、デジタル技術などを活用した新しいライフスタイルの支援を幅広く展開する中で、観光
や食・農業など地域の豊かな魅力を核に新たな付加価値を生み出し、多極型の経済社会を築く必要が
ある。

（１）ひょうご五国の『多極集中化』
① 地域特性のキラーコンテンツ化
　2020 年のパソナグループによる
本社機能移転を皮切りに、淡路島
では、北部を中心にバルニバービ
社によるグランピング施設やアク
アイグニス社の温浴施設等の開発
が進むことにより、コロナ環境下
のマイクロツーリズム※ 34 需要も
相まって、観光地としてのポテン
シャルが飛躍的に向上している。
　また、2021 年４月に豊岡市に開
学した芸術文化観光専門職大学で
は、学生の約 80％が県外出身者であり、大学周辺の
不動産需要や生活消費等で新たな賑わいが創出され
るとともに、2022 年９月には、初めて制限を設けず

「豊岡演劇祭」を開催するに至り、但馬地域へ人流の
呼び込みを実現している。
　このように、東京一極集中からの地方回帰や若者
を呼び寄せる地域コンテンツの強化に成功している
事例が兵庫県下で見られ、他にも、起業家の集積を
図る「シリ丹バレー」※ 35、丹波篠山・佐用・福崎町
などでの「古民家活用」、養父の「農業特区」など、
各地域がそれぞれの特徴を活かしたキラーコンテン
ツの確立を目指すことで、県内に多様な付加価値を

※ 34： 自宅から１～２時間程度の移動圏内の「地元」で観光する近距離旅行の形態のこと。地域の魅力の再発見と地域経済への貢献を念頭に置
いた旅行形態。

※ 35： ＩＴ企業が集積する米シリコンバレーを意識した取組。新事業に取り組む人を増やし、地域の課題解決や持続可能性を高める狙い。起業
家育成などを通じて丹波地域発の産業革新を目指す。
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創り出す「ひょうご五国」の多極集中化という発想を進める必要がある。県内には関西学院大学をは
じめ、多自然地域や里山を教育・研究フィールドとしている大学も多く、大学の知見や学生の新しい
視点などを積極的に活用することも重要であると考える。

（２）食料自給率の向上
① 就農、事業継続支援策の強化
　ロシアによるウクライナ侵攻により、食料やエネルギーの安全供給が脅かされている。日本はそれ
らの多くを海外に依存しており、2020 年度の食料（カロリーベース 37％）・エネルギー（一次エネルギー 11％）
自給率は、ともに、先進７ヶ国中、最低の水準である。
　さらに今後、頻発する大規模自然災害やコロナ禍等で燃料・飼料や食料品の高騰が続き、世界の食
料需給は中長期的に逼迫する懸念があり、食料安全保障の観点からも農業振興の対策強化は重要と考
える。
　就農人口の課題に対しては、『農業塾』などの開講により、関心の高い若年層の受入れ策を推進する
とともに、農業法人を設立したうえで、休耕地等を農業団地などに変え、就農体制の整備が望まれる。
　県内の食料自給率向上のため、農地転用・農地取得・企業による農業参入等への各種規制緩和、スマー
ト化への費用支援、販売ルートの開拓支援など、各施策の構築・強化を検討いただきたい。

３．アドバンテージを活かす〝まち〟づくり
（１）『工場誘致』と『地元採用』の促進
　経済産業省の工場立地動向調査によると、過去 20 年間に兵庫県は、工場立地件数で３度全国首位と
なった。しかしながら、既存産業団地の用地が少なくなっていることや、東京への立地面などから、
北関東での工場立地が目立つようになり、徐々に全国順位を下げている。
　同調査による立地場所選定理由において、「本社・他の自社工場への近接性」を“最も重視した”と
の回答が最多で、「周辺環境からの制約が少ない」、「人材・労働力の確保」、「地価」、「市場への近接性」

「高速道路を利用できる」といった回答が続く。

　この点において、兵庫県は、「ⅰ）低コストでの用地取得・ⅱ）充実した交通インフラ・ⅲ）一定規
模の人口・ⅳ）良好な居住環境」などで工場誘致に関して、依然として他の都道府県に比して優位性
がある。

〝TEAM
 HYO

G
O

・

ALL HYO
G

O

〟

〝
し
ご
と
〟
づ
く
り

〝
ひ
と
〟
づ
く
り

〝
ま
ち
〟
づ
く
り

〝
み
ら
い
〟
づ
く
り

37



神 戸 経 済 同 友 会 2 0 2 2 年 度 提 言

① 「工場誘致数№１」の奪還
　コロナ禍だけでなく、安全保障上のリスク
回避の視点から、サプライチェーン※ 36 に対す
る国際情勢は変化しており、日本企業の海外
生産拠点を国内へ回帰させる動きも出てくる
中で、兵庫県のアドバンテージを確りと喧伝
し、国内外からの積極誘致に注力することは、
雇用の確保はもちろん、経済の底上げにつな
がるものと考える。この点については、兵庫
県でも、サプライチェーン対策事業や助成・
補助金の対象範囲を小売業・飲食業・ ホテル
等へも広げ誘致を促進している。
　さらなる施策として、新たな用地等の開発、移転・改装費用などの補助強化はもちろん、それらに
加えて、現在、「ひょうご・神戸投資サポートセンター」などで行われている誘致セミナーに留まらず、
進出検討企業等に対する「用地視察ツアー」の企画や「視察費補助制度」等の強化により、「工場誘致
数№１」への復活を目指していただきたい。併せて、県外企業の誘致に際しては、当該企業が地元採
用を積極的に行えるインセンティブの付与を願いたい。

（２）安心・安全なまち
① 『健康活躍県』
　厚労省データによると、男女共に平均寿命以上に
健康寿命が伸びており、高齢化社会におけるヘルス
ケアへの関心が高まっていると考えられる。
　企業においても、健康経営優良法人認定制度での申請数が年々増加するなど、労働環境の整備や人
材確保の観点から、企業運営に「健康経営」を取入れる必要性が出てきていると言える。
　これまで、日本の介護現場は高齢者の自立支援により介護保険の利用が減れば、事業者の収入が減
るというジレンマから、介護度を改善させる視点に乏しい面があったが、2021 年度の介護報酬改定で
政府も自立支援の後押しに本腰を入れ始めている。

 

※ 36： 製品の原材料・部品の調達から、製造、在庫管理、配送、販売、消費までの全体の一連の流れのこと。
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　健康寿命の維持に向けては、「歩くこと」へインセンティブを付与する自治体の事例が多く見られる。
神戸市では健康管理アプリとして 2019 年４月より運営されてきた『ＭＹ ＣＯＮＤＩＴＩＯＮ ＫＯＢ
Ｅ』が民間サービスへ引き継がれることとなったが、こうした取り組みを県全域で行える体制を構築し、
県民の健康行動から、ポイント付与・交換により、兵庫県産品の流通活性化につなげるなど、ヘルス
ケアの促進・充実策の展開を要望する。
　将来的にはＰＨＲ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ Ｈｅａｌｔｈ Ｒｅｃｏｒｄ）※ 37 なども活用し、健康診断結
果や、体重・体脂肪・血圧といったカラダ情報、歩数や食事などの生活情報のデータベース化も望まれる。
　健康経営においては、中小企業ではストレスチェック・メンタルヘルスに関する仕組みの確立は不
十分であり、これらの導入促進と不芳者ケアに対する支援（講習、ケア費用の補助等）を要望する。
　また、コロナ禍による外出自粛での社会的接点の減少から「高齢者のフレイル」も懸念される。こ
れらの予防策として、行政イベントの実施などにより運動不足の解消や世代間交流の促進も検討願い
たい。

② 南海トラフ地震など災害に『備える』体制の整備（震災後 30 年に向けた体制強化） 
　兵庫県下では、阪神・淡路大震災の経験から、すべての自治体で既に業務継続計画（ＢＣＰ※ 38）が
策定されており、政府が定める「重要６要素」をすべて満たす市町の割合も、近畿圏ではトップの
39％である。しかし、全国的には決して割合が高いとは言えず、また、民間レベルでは 2021 年度時点
でのＢＣＰ策定済県内企業の割合は、14.4％と全国平均（17.6％）に比べ低い水準となっている。どういっ
た対策を講じればよいかといった段階の中小企業も多く、ノウハウの指南や人材育成などに加え、ま
ずは、策定の利点を広めることが重要である。

※ 37：デジタルを活用して健康・医療・介護に関する患者の情報を統合的に収集し、一元的に保存したデータ。
※ 38： 災害などの緊急事態における企業や団体の事業継続計画（Business Continuity Planning）。企業が、テロや災害、システム障害や不祥事といっ

た危機的状況下に置かれた場合でも、重要な業務が継続できる方策を用意し、事業継続できるようにしておくための戦略
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　加えて、災害時にローカルコミュニティだけでも生存維持
が可能な備えとして、無線設備の充実、バイオトイレなど、
災害面、環境面を併せて、フェーズフリーなども取り入れた
公共設備の設置を強化願いたい。
　また、老朽化している県内インフラへの対応やオールド
ニュータウン※ 39 などの再整備も必要と考える。特に耐震安全
性への不安がある県庁舎への対応に加え、元町周辺の再開発
に関しては、構造の改善や、環境・バリアフリーなどにも配
慮した整備を要望する。神戸市とも連携し、ウォーターフロ
ント開発などとも一体となった「まちづくり」をお願いする。
　民間での取組促進に向けては、小規模施設改修時の許可申
請等の緩和・簡素化や、空き家活用に関する規制・条件緩和
も検討していただきたい。

　2025 年に震災後 30 年を迎えるにあたり、より一層の体制強化が望まれる。南海トラフ地震の発生な
ども予見される中で、地域住民との情報共有強化も含めて、ＢＣＰ策定支援・連携強化策の設計など、『備
える』体制の整備が必要と考える。

※ 39： 高度経済成長期に整備された大規模住宅団地。開発から 30 ～ 50 年が経過し、建物の老朽化、空き家の増加、居住者の高齢化など様々な
問題を抱えている。
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Ⅴ. 〝みらい〟づくり ～地域の未来を切り拓く～

１．ひょうご・神戸の次代づくり
（１）次世代人材の地域参画活性化
① 『Ｇｌｏｂａｌ　Ｙｏｕｔｈ　Ｌａｂ』( 仮称 ) の創設
　様々な角度から地域課題へのアプローチを行う中
で、次世代のアイデアは欠かせない。
　そこで、地域の優秀な大学生が集結した学生シン
クタンク『Ｇｌｏｂａｌ　Ｙｏｕｔｈ　Ｌａｂ』（仮
称）を設立し、高度な統計分析、現地調査から得た
エビデンスをベースに地方創生とＳＤＧｓにまつわ
る課題解決・社会実装を目指し、地域の元気づくり
を推進するためのプラットフォーム構築を要望する。
行政や企業が行う各プロジェクトに大学生を主とす
る次世代人材が参画しやすい環境を整え、研究・開
発・調査等の互恵関係を醸成し、継続的な産学連携
を行うことで、将来的にはより実践的な研究プロジェ
クトへ結びつけることを目指せると考える。
　加えて、学生の活動費や、課題を拠出する企業が支払う費用の補助、学生を輩出する研究室への研
究費付与等の支援も検討願いたい。

② 行政データの共有による次世代人材アイデアの登用
　人口統計や公共施設の場所など自治体が持つ様々なデータ
を二次利用が出来る形で提供する「オープンデータ」の取り
組みが全国的に広がっている。域内の全自治体がデータ公開
を行っている府県は、岐阜県や静岡県、青森、京都など 10
府県にのぼり、公共交通の利便性向上や新ビジネス創出で実
績をあげている。一方で、兵庫県内自治体のデータ公開率は
65.9％（29 位）となっており、全国平均（68％）に及ばない。
　先行するロンドンでは、公共交通情報を活用し配送の最適
経路を導き出すなど、大きな経済効果を生み出しているとさ
れる。また、海外のオープンデータサイトでは、ＣＳＶなど
データ処理しやすい形式での公開が大半を占める。
　オープンデータが社会を支えるインフラの一つと捉え、企
業・大学等と産官学で連携しながら、都市課題（人口減、交
通渋滞）解決や医療・介護（未病）等へデータ活用出来る体
制を構築願いたい。

『Ｇｌｏｂａｌ　Ｙｏｕｔｈ　Ｌａｂ』（仮称）の創設
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2022年度　提言特別委員会　ヒアリング先（一覧）
No 月日 訪問先（部署、役職は面談時）

１ ３月 16 日 神戸市

企画調整局 局長 辻　　　英　之　　氏
企画調整局 担当部長 藤　岡　　　健　　氏
企画調整局 担当課長 竹　原　澄　江　　氏
企画調整局　つなぐラボ 担当 竹　本　夢　輝　　氏
経済観光局 副局長 豊　永　太　郎　　氏
経済観光局　経済政策課 課長 小　林　謙　作　　氏
経済観光局　経済政策課 担当課長 大　下　和　宏　　氏
経済観光局　経済政策課 担当係長 竹　内　孝　洋　　氏
経済観光局　経済政策課 担当 有　竹　陽　音　　氏

２ ３月 24 日 兵庫県

産業労働部 部長 竹　村　英　樹　　氏
産業労働部　産業振興局 局長 廣　瀬　一　雄　　氏
産業労働部　政策労働局 局長 宮　口　美　範　　氏
産業労働部　政策労働局　産業政策課企画調整 参事 菅　澤　真　央　　氏
産業労働部　政策労働局　産業政策課政策班 班長 長　尾　拓　也　　氏
産業労働部　政策労働局　産業政策課政策班 大　嶋　泰　文　　氏

３ ４月１日 神戸市 企画調整局 局長 辻　　　英　之　　氏
企画調整局 担当部長 藤　岡　　　健　　氏

４ ４月 13 日 兵庫県 中播磨県民センター センター長 法　田　尚　己　　氏
５ ４月 15 日 （株）プランナーズインターナショナル 代表取締役会長 前　田　　　潤　　氏

６ ５月 23 日 兵庫県

産業労働部 部長 竹　村　英　樹　　氏
産業労働部 次長 宮　口　美　範　　氏
産業労働部　地域経済課 経済企画官 中　島　尚　人　　氏
産業労働部　地域経済課　経済・雇用政策班 班長 川　口　奈緒美　　氏
産業労働部　地域経済課　経済・雇用政策 職員 高　濱　祐　子　　氏
県民生活部 次長兼新県政推進次長 木　村　晶　子　　氏
県民生活部　男女青少年課 寺　田　隆　裕　　氏

７ ６月３日 神戸市

企画調整局 局長 辻　　　英　之　　氏
企画調整局 担当部長 藤　岡　　　健　　氏
企画調整局 担当課長 竹　原　澄　江　　氏
企画調整局　参画推進課 担当係長 荻　野　紘　志　　氏
企画調整局　参画推進課 担当 嶋　　　崇　志　　氏
経済観光局 副局長 瀬　合　達　也　　氏
経済観光局 担当課長 大　下　和　宏　　氏
経済観光局　経済政策課 担当係長 竹　内　孝　洋　　氏
経済観光局　経済政策課 担当 犬　丸　裕　介　　氏

８ ６月６日 兵庫県
丹波県民局 局長 今　井　良　広　　氏
丹波県民局　県民交流室 地域再生専門官 北　田　智　広　　氏
丹波県民局　県民交流室 たんば暮らし参事 足　立　正　道　　氏

９ ６月 15 日 兵庫県 西播磨県民局 局長 渡　瀬　康　英　　氏

10 ６月 22 日 兵庫県 東播磨県民局 局長 小　川　佳　宏　　氏
北播磨県民局 局長 橋　本　正　人　　氏

11 ７月１日 兵庫県 淡路県民局 局長 藤　原　祥　隆　　氏
淡路県民局　総務企画室 室長 岡　田　佳　久　　氏

12 ７月６日 兵庫県 但馬県民局 局長 登　日　幸　治　　氏

13 ７月 22 日 兵庫県
丹波県民局 局長 今　井　良　広　　氏
丹波県民局　県民交流室 地域再生専門官 北　田　智　広　　氏
丹波県民局　県民交流室 たんば暮らし参事 足　立　正　道　　氏

14 ７月 25 日 兵庫県

企画部　総合企画局　計画課 水素・エネルギー専門官 大　原　成　幸　　氏
産業労働部　地域経済課　経済・雇用政策 職員 高　濱　祐　子　　氏
産業労働部　地域産業立地課 副課長 魚　住　昌　弘　　氏
産業労働部　地域産業立地課　ものづくり支援班 主幹 牧　浦　裕　樹　　氏
産業労働部　新産業課 木　南　晴　太　　氏
産業労働部　新産業課　情報・成長産業振興班 班長 井　上　大　輔　　氏
農林水産部　林務課 課長 峯　　　陽治郎　　氏
環境部　環境政策課 温暖化対策官 濵　田　美　香　　氏
環境部　環境政策課 副課長兼温暖化対策班長 満　月　　　卓　　氏
環境部　環境政策課　温暖化対策班 主幹 奥　本　ゆ　か　　氏
環境部　水大気課 課長 山　本　竜　一　　氏
環境部　水大気課　大気班 班長 平　野　智　也　　氏
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No 月日 訪問先（部署、役職は面談時）
15 ７月 26 日 兵庫県 農林水産部　総合農政課　農林水産政策班 班長 川　端　忠　則　　氏

16 ７月 27 日 兵庫県

企画部 部長 梶　本　修　子　　氏
産業労働部 部長 竹　村　英　樹　　氏
産業労働部 次長 宮　口　美　範　　氏
産業労働部　地域経済課 経済企画官 中　島　尚　人　　氏
産業労働部　地域経済課　経済・雇用政策班 班長 川　口　奈緒美　　氏
産業労働部　地域経済課　経済・雇用政策 職員 高　濱　祐　子　　氏

17 ８月 17 日 内閣府 地方創生推進事務局 参事官補佐 宮　里　　　潤　　氏

18 ８月 22 日 神戸市

企画調整局 局長 辻　　　英　之　　氏
企画調整局 担当部長 藤　岡　　　健　　氏
企画調整局 担当課長 竹　原　澄　江　　氏
経済観光局 副局長 瀬　合　達　也　　氏
経済観光局 担当課長 大　下　和　宏　　氏
経済観光局　経済政策課 担当係長 竹　内　孝　洋　　氏
経済観光局　経済政策課 担当 犬　丸　裕　介　　氏

19 ８月 30 日 神戸市 経済観光局 局長 大　畑　公　平　　氏
経済観光局 副局長 瀬　合　達　也　　氏

20 ９月８日 兵庫県

企画部 部長 梶　本　修　子　　氏
企画部　地域振興課 課長 山　北　貴　子　　氏
企画部　地域振興課　公民連携班 班長 高　橋　健　二　　氏
企画部　総合政策課 SDGs推進官兼副課長 綿　井　　　剛　　氏
産業労働部 部長 竹　村　英　樹　　氏
産業労働部 次長 宮　口　美　範　　氏
産業労働部　地域経済課 課長 川　西　正　孝　　氏
産業労働部　地域経済課　経済・雇用政策班 班長 川　口　奈緒美　　氏
産業労働部　地域経済課　経済・雇用政策 職員 高　濱　祐　子　　氏

21 ９月 29 日 神戸市

企画調整局 担当部長 藤　岡　　　健　　氏
経済観光局 副局長 瀬　合　達　也　　氏
経済観光局 担当課長 大　下　和　宏　　氏
経済観光局　経済政策課 担当係長 竹　内　孝　洋　　氏
経済観光局　経済政策課 担当 犬　丸　裕　介　　氏

22 10 月 26 日 神戸市

企画調整局 局長 辻　　　英　之　　氏
企画調整局 担当部長 藤　岡　　　健　　氏
企画調整局 担当課長 竹　原　澄　江　　氏
経済観光局 副局長 瀬　合　達　也　　氏
経済観光局 担当課長 大　下　和　宏　　氏
経済観光局　経済政策課 担当係長 竹　内　孝　洋　　氏
経済観光局　経済政策課 担当 犬　丸　裕　介　　氏

23 11 月１日 兵庫県

企画部 部長 梶　本　修　子　　氏
企画部　地域振興課 課長 山　北　貴　子　　氏
企画部　総合政策課　ＳＤＧｓ推進班 班長 近　澤　高　志　　氏
産業労働部 部長 竹　村　英　樹　　氏
産業労働部 次長 宮　口　美　範　　氏
産業労働部　地域経済課 課長 川　西　正　孝　　氏
産業労働部　地域経済課 経済企画官 中　島　尚　人　　氏
産業労働部　地域経済課　経済・雇用政策班 班長 川　口　奈緒美　　氏
産業労働部　地域経済課　経済・雇用政策 職員 高　濱　祐　子　　氏
産業労働部　総務課　企画班 班長 長　尾　拓　也　　氏

24
関西学院大学　経済学部 教授 栗　田　匡　相　　氏

11 月 4 日 兵庫県 企画部　総合企画局　計画課　戦略推進第３班 班長 上　田　　　猛　　氏
企画部　総合企画局　計画課 職員 小　山　佳緒里　　氏

提言特別委員会　講演会
No 月日 講演者（部署、役職は講演時）
１ ７月５日 講演会 ＳＤＧｓパートナーズ（有） 代表取締役CEO 田　瀬　和　夫　　氏
２ ９月６日 講演会 関西学院大学　経済学部 教授 栗　田　匡　相　　氏
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ひょうごの強みをより高めるアプローチ
兵庫県の強み

「日本の縮図」と形容される多彩な産業構成

充実した都市の環境

先端科学技術基盤

全国有数の経済規模

くらしやすい住環境

充実したスポーツ資源

歴史・情緒ある街並み

高いまちの魅力

豊富な食材

芸術・文化

兵庫・神戸の魅力：街の声

これらをアドバンテージとして課題解決の具体案に活用

多岐に渡る地場産業 世界遺産・温泉等観光産業 先端医療等の次世代産業 県内総生産全国 位 製造品出荷額全国 位 農業・漁業近畿 位

充実した交通インフラ 有利な不動産賃料 国際会議開催数全国 位 短い通勤時間 大学数全国 位 医療・福祉サービス

Ｓｐｒｉｎｇ 神戸医療産業都市 富岳 阪神甲子園球場 全国屈指のゴルフ場 豊富なトッププロチーム

ブランド牛 神戸牛・但馬牛 スイーツ 日本酒 旧居留地・異人館 歴史的遺構 姫路城等 南京町

宝塚歌劇 芸術文化センター 芸術文化観光専門職大学 住みたい街 オシャレな街並み 住みやすさ

自然も都市も楽しめる 暮らしやすい街 良好なアクセス手段

｢｢日日本本のの縮縮図図｣｣とと形形容容さされれるる多多彩彩なな産産業業構構成成

摂 津 先端医療（医療産業）、航空機、観光他

播 磨 産業ﾛﾎﾞｯﾄ・航空機、ﾁﾀﾝ、ﾀｰﾋﾞﾝ他

丹 波 農業（6次産業化）、観光 他

淡 路 農業、食文化、再生可能エネルギー他

但 馬 農業（国家戦略特区）、観光 他

豊岡鞄

そろばん 播州織

立杭焼
龍野
醤油

播州
手延
素麺

赤穂の塩

鎖
皮革 靴下

ケミカルシューズ

線香
粘土瓦

真珠

清酒鎌利器工匠具

ひょうごの主な強み

五国に多くの資源が
ちりばめられている

【 出所 ①総務省、②内閣府、③兵庫県、④兵庫県工業統計調査、⑤⑥近畿農政局】
（① 年 月、② 年度、③ 年度、④ 年 月、⑤⑥ 年度実績）

県内主要指標
ランク

全国 近畿

① 総 人 口 554.9 万人 7位 2位

② 県 内 総 生 産 21.2 兆円 66位位 2位

③ 事 業 所 数 （ 民 営 ） 21.4 万所 7位 2位

④ 製 造 品 出 荷 額 16.2 兆円 55位位 2位

⑤ 農 業 産 出 額 1,544 億円 28位 11位位

⑥ 漁 業 産 出 額 522.9 億円 8位 11位位

モノづくり県たる所以 意外と知られていない

日本のイノベーションを牽引していける産業・観光・地域資源を有しており、「多様
性」に富んだ高いポテンシャルは、地域活力を生み出す大きなアドバンテージ

◆参考資料
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（１）県内の人口推移予想
年の市区町別⼈⼝ 年を とした場合

ひょうごの主な弱み ～提言への現状認識～
「「人人口口偏偏在在」」のの加加速速とと「「労労働働人人口口のの確確保保」」がが課課題題

2015年：総人口12,709万人
2030年予想：同 11,913万人

(2015年比93.7%)
2050年予想：同10,192万人

( 同 80.2%)
【 出所 総務省人口推計より】

阪神沿岸地域以外の大
半で日本の総人口減少
率以上に人口減が進む
ことになる ③③「「中中小小企企業業離離れれ」」

全全国国のの中中小小企企業業社社員員

2200年年間間でで▲▲２２１１２２万万人人
**大大企企業業（（社社員員550000人人以以上上））
はは同同期期間間++331133万万人人

①①「「兵兵庫庫県県のの転転出出超超過過順順位位」」

全全国国55位位

日日本本人人のの転転出出超超過過はは22年年連連続続ワワーースストト11位位

特特にに2200代代女女性性のの転転出出超超過過数数

▲▲22,,667722人人（（22002211年年））

**転転出出超超過過順順位位：：総総務務省省
住民基本台帳人口移動報告より

**女女性性転転出出数数：：総総務務省省
「住民基本台帳」年報集計より

（２）人口推計と労働力確保の課題 (単位:万人)

深刻な人口
減・高齢化

(外外国国人人含含むむ)

2018 2019 2020 2021

全体 11位 10位 2位 5位
(日本人のみ) ― ― 1位 1位

2021年年はは

②②「「地地元元離離れれ」」
県県内内大大学学生生のの地地元元就就職職率率

２２９９．．８８％％((RR２２年年)) **兵兵庫庫県県「「兵兵庫庫県県地地方方創創生生戦戦略略のの
実実施施状状況況報報告告書書よよりり抜抜粋粋

県内大学生の
県内就職希望率：66.0%(R2)
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　2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標ＳＤＧｓ、今回の提言テーマ　

ＳＤＧｓで紡ぐ「ＨＹＯＧＯ－ｎｏ－ＭＩＲＡＩ」は、2030 年はゴールではなく、未来の

姿から今を考えるバックキャストを大切に、ＡＬＬ兵庫、しごと、ひと、まち、みらいの

５本を柱に、提言メンバー、兵庫県、神戸市、支店長・支社長の会、東播、西播、但馬、

阪神、そして今年設立した丹波部会等、さまざまな立場や地域の皆様とたくさんの意見交

換を重ねてきました。兵庫県や神戸市の予算編成に間に合うよう、前倒しで急ピッチで行っ

たことも今年ならではの取り組みです。

　ＳＤＧｓはマネタイズではなく、ＳＤＧｓに取り組めないと、企業として生き残っていけ

ない。そして地域を元気にしていくためには、キーマンが大切だということも学びました。

　今年の提言が、みらいの元気な兵庫で活かされていることを期待しております。

　関係者の皆様の多大なるご尽力に心より感謝申し上げます。

 2022 年度　提言特別委員会

 副委員長　木田　聖子

　今年度は、ＳＤＧｓで紡ぐ「ＨＹＯＧＯ－ｎｏ－ＭＩＲＡＩ」をテーマに、〝ＴＥＡＭ 

ＨＹＯＧＯ ･ ＡＬＬ ＨＹＯＧＯ〟〝しごとづくり〟〝ひとづくり〟〝まちづくり〟〝みらいづ

くり〟の５つの柱で提言を行いました。我々は今、人口減少や地球温暖化をはじめとする

環境問題など大きな課題に直面し、どのような社会を次の世代に引き継ぎたいかを真剣に

考えなければなりません。提言内容は多岐に渡っていますが、その一つひとつを実現する

ことが、よく生きられる（ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ）社会をつくる第一歩だと考えます。社

会を変えるのは、行政や企業・個人が一体となり、「未来の自分ごと」として行動すること

が必要だと思います。

　今回の提言活動から私自身も多くのことを学びました。その中で国連「環境と開発に関

する世界委員会」委員長をされた元ノルウェー首相ブルントラントさんの言葉が今でも印

象に残っています。「サスティナブルな社会は、今の世代が次の子どもたちに借りを作って

はいけない。」

　最後に、提言委員・ワーキンググループメンバー・同友会をはじめとした関係者の皆様

に心から感謝申し上げます。

 2022 年度　提言特別委員会

 副委員長　土井　正孝

あ と が き
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委員長 渡　辺　真　二 早駒運輸（株）　代表取締役社長

副委員長 木　田　聖　子 （株）チャイルドハート　代表取締役
　 土　井　正　孝 内外ゴム（株）　取締役社長

委員 井　植　敏　彰 塩屋土地（株）　代表取締役社長
　 井　谷　憲　次 ＴＯＡ（株）　取締役会長
　 笠　谷　泰　宏 （株）笠谷工務店　代表取締役社長
　 河　上　哲　也 （株）三井住友銀行　公共・金融法人部（神戸）部長
　 木　下　和　彦 阪神内燃機工業（株）　代表取締役社長
　 筒　井　直　子 （株）電通西日本　神戸支社　支社長
　 道　満　龍　彦 オリバーソース（株）　取締役　企画室　室長
　 藤　浪　智　二 昭和精機（株）　代表取締役社長
　 樋　口　浩　子 西日本電信電話（株）　兵庫支店長
　 星　加　ルリコ （株）ＲＵＲＩＫＯ ＰＬＡＮＮＩＮＧ　代表取締役

ＷＧ 西　田　健　悟 （株）みなと銀行　経営企画部　グループリーダー
　 川　上　和　也 （株）みなと銀行　地域戦略部　グループリーダー
　 小　堂　英　子 （株）みなと銀行　法人業務部　事業性評価室　アドバイザー
　 西　澤　公　明 （株）神戸製鋼所　総務・ＣＳＲ部　総務グループ　係長
　 渡　邉　亮　介 （株）神戸製鋼所　サステナビリティ推進グループ　係長
　 小　谷　陽　香 （株）神戸製鋼所　サステナビリティ推進グループ　係長
　 堂　本　都　光 川崎重工業（株）　総務本部　総務部　業務管理課長
　 小　森　準　平 （株）神戸新聞社　経営企画局経営企画部長
　 茶　谷　亮太郎 （株）三井住友銀行　管理部（大阪）秘書室　室長代理
　 山　川  惇　生 （株）アシックス　秘書部渉外チーム
　 小　西　信太郎 東京海上日動火災保険（株）　神戸支店　営業第二ライン　課長
　 島　田　菜　実 住友ゴム工業（株）　サステナビリティ推進本部　課長代理

チーフアドバイザー 服　部　博　明 （株）みなと銀行　取締役会長

アドバイザー 楢　木　一　秀 （株）神戸製鋼所　顧問
　 佐　伯　里　香 （株）ユーシステム　代表取締役

事務局 冨　田　行　保 （一社）神戸経済同友会　事務局長
　 古　川　暢　哉 （一社）神戸経済同友会　事務局次長
　 真　鍋　崇　志 （一社）神戸経済同友会　調査役

2022年度　提言特別委員会
委員・ワーキング・アドバイザー・事務局名簿
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